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発刊にあたって

　独立行政法人水産総合研究センター（以下，水研センター）が，独立行政法人として発足して
7年が経過しました。現在は日本の水産に関する基礎から応用までの総合的な研究開発機関とし
て，第2期中期計画（平成18年度～平成22年度）の業務を進めています。
　第2期の中期計画では，水産基本法（平成13年法律第89号）の基本理念に科学的側面から寄与
するとともに，「農林水産研究基本計画」及び「水産研究・技術開発戦略」に貢献するため，「水
産物の安定供給確保のための研究開発」及び「水産業の健全な発展と安全・安心な水産物供給の
ための研究開発」を重点的に実施するとともに，「研究開発の基盤となる基礎的・先導的な研究開
発及びモニタリング等」に積極的に取り組んでおります。また，研究開発等のテーマについては，
政策ニーズに対応した体系的，総合的な研究開発等と，公立試験研究機関や民間企業ではリスク
が高く，市場原理のみでは効果的に目標を達成し得ない先導的・基盤的研究開発等に重点化する
こととしています。
　今般，この第2期中期計画に基づき作成した平成19年度計画に沿って，１．業務運営の効率化，
2．研究開発等の重点的推進，3．予算及び決算，4．その他主務省令で定める業務運営に関す
る事項等についてまとめ，「平成19年度水産総合研究センター年報」を刊行いたしました。水研セ
ンターの取り組み，成果に関心を持っていただき，水研センターを深く知っていただくための一
助にしていただければ幸いです。

平成20年11月　
独立行政法人　水産総合研究センター　

理事長　中　前　　　明　 
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第１　業務運営の効率化に関する目標を達成す
るためとるべき措置

１　効率的・効果的な評価システムの確立と反映

　⑴　事務事業評価

　　　ア．センターの業務運営に関する評価
•センターの業務運営については，センター

機関評価会議及び農林水産省独立行政法人
評価委員会の評価結果や委員の指摘につい
て，全職員に周知し，各地方機関等との意
見交換なども行いました。また，理事会，
経営企画会議等におけるセンター業務運営
方針や業務改善等の検討に活用しました。

　　　イ．研究開発等の課題評価
•研究開発等の課題評価において，外部委員

を加えた小課題評価会議を行うなど評価の
客観性・透明性を確保しました（表1）。

•新たな評価制度を実施した初年度となる18
年度の実施状況を勘案し，研究開発等の評

価過程及び報告書様式の一部を見直し，19
年12月に規程を改正しました。

•成果発表会や福井県及び宮崎県における利
用加工セミナー，水産業関係研究開発推進
会議などの活動を通じ，地方自治体，研究
機関，関係団体のみならず，一般消費者や
学生との間で意見交換やアンケートを実施
し，センターの成果に対する意見や期待及
び浸透度などを把握し，双方向コミュニケ
ーションを図りました。

•研究予算の配分に当たっては，評価結果に
よる重点化等を行うとともに，評価委員の
指摘等を反映させました。　　　　　

•水産庁等からの受託事業の評価について
は，担当課から意見や要望等を受け，その
結果を課題の評価や研究開発業務の運営に
反映させました。

1．平成19年度の業務実績

表1　水研センター評価会議開催状況

会　議　名 研　究　所　等 研　究　部　等 外部委員
人　　数 開 催 日

業務運営評価担当
者会議 本部 2

（アドバイザー） H20. 3.24

小課題評価会議

北海道区水産研究所
亜寒帯漁業資源部・亜寒帯海洋環境部 3 H20. 2. 5
海区水産業研究部 2 H20. 2.15

東北区水産研究所
混合域海洋環境部 1 H20. 2.20
海区水産業研究部 2 H20. 2.12
八戸支所 2 H20. 2.21

中央水産研究所

水産経済部 1 H20. 2. 8
海洋生産部 2 H20. 2. 1
資源評価部 2 H20. 2. 8
浅海増殖部 2 H20. 2. 1
内水面研究部 2 H20. 2. 6
利用加工部 2 H20. 2.12
水産遺伝子解析センター 2 H20. 2.18
海洋データ解析センター 1 H20. 2. 1

日本海区水産研究所
日本海漁業資源部 1 H20. 2.13
日本海海洋環境部 1 H20. 2.14
海区水産業研究部 1 H20. 2. 6

遠洋水産研究所
熱帯性まぐろ資源部・温帯性まぐろ資源部 2 H20. 2.13
外洋資源部 2 H20. 2.26

瀬戸内海区水産
研究所

生産環境部 2 H20. 2.12
赤潮環境部 2 H20. 2.21
化学環境部 1 H20. 2.22
栽培資源部 2 H20. 2.15
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小課題評価会議

西海区水産研究所

東シナ海漁業資源部 1 H20. 2. 7
東シナ海海洋環境部 1 H20. 1.31
海区水産業研究部 1 H20. 2. 7
石垣支所 1 H20. 2. 1

養殖研究所

生産技術部
栽培技術開発センター 3 H20. 2.13

生産システム部 2 H20. 2. 7
病害防除部
魚病診断・研修センター
札幌魚病診断・研修センター

2 H20. 2. 8

水産工学研究所
水産土木工学部 2 H20. 2. 4
漁業生産工学部 2 H20. 2. 7
水産情報工学部 2 H20. 2.13

さけますセンター さけます研究部 4 H20. 2.14

開発調査センター
底魚・頭足類開発調査グループ 4 H20. 2.15
浮魚類開発調査グループ 3 H20. 2. 7
資源管理開発調査グループ 3 H20. 2.18

栽培漁業センター 3 H20. 2.19

　⑵　個人業績評価

ア．研究や技術開発を行う職員については，一
層の融合を図る観点から，新たに名称を研究
開発職に統合しました。その上で，統一的な
観点から業績評価を実施しました。

イ．一般職については，事務的な支援を行う一
般職と研究業務の支援を行う技術職に分化す
るとともに，組織の活性化と実績の向上を目
的とした新たな評価システムの導入に向けた
試行を行いました。

会　議　名 研　究　所　等 研　究　部　等 外部委員
人　　数 開 催 日
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図１　平成19年度研究関係費の内訳，単位：億円

が国周辺水域資源調査推進委託事業」等の
受託事業の企画競争，各種公募による競争
的研究開発資金について，都道府県等の他
機関との共同提案を含め積極的に提案・応
募し，外部資金の獲得に努め，特に先端技
術を活用した農林水産研究高度化事業では
新たに10課題，文科省科学技術補助金では
新規11課題が採択されました（表2，図
１）。

•競争的資金を積極的に獲得し，かつ適正に
使用するため，文科省，農水省等で示され
た「研究機関における公的研究費の管理・
監査のガイドライン（実施基準）」に基づ
いた不正使用を防止するための体制の構
築，ルールの明確化等の整備を行いまし
た。

　　　ウ．自己収入の安定的な確保      　
•研究開発に伴って得られた漁獲物について

は，組合及び問屋等への販売委託契約によ
る実施や各調査船の漁獲物水揚げ時に製品
状態，重量等の立ち会い検査を行って売り
払いの適正化を図り，また適正な陸揚港の
選択や漁獲物の品質向上にも取り組み，自
己収入の確保に努めました。

2　資金等の効率的利用及び充実・高度化

　⑴　資金

　　　ア．運営費交付金
•一般研究課題については，課題ごとの評価

結果をもとに，今後重点的に進めていく必
要のある課題に研究資源を重点配分し，競
争的環境を醸成しました。また，中期計画
の着実な達成に必要な新規の一般研究課題
を募集し，14課題の応募から2課題を採択
するなど競争的環境を充実させました。

•プロジェクト研究課題についても，中課題
ごとの課題スケジュールを検討するため，
課題化シートを作成し，中期計画の中での
位置づけを明確にしました。また，社会的
ニーズに対応して，21課題中11課題に資源
の重点配分を行いました。特に，社会的ニ
ーズの高いマグロ関連研究開発について
は，平成18年度に仮想的（バーチャル）な
研究組織として設立したまぐろ研究所にお
いて，資金の重点配分等により新たに4課
題を採択し，積極的に研究開発を推進しま
した。

　　　イ．外部資金
•農林水産省の委託プロジェクト研究や「我

　表2　競争的資金の獲得状況

所　　管 制　　度
平成19年度
獲得予算額

農林水産省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 540

（独）農業・食品産業技術総合研究機構
新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業  18
生物系産業創出のための異分野融合研究  19

文部科学省
科学技術振興調整費  26
科学研究費補助金  86

環境省 地球環境研究総合推進費  18
合  　　　　　　計 707

単位：百万円

注：さけます事業推進費，海洋水産資源開発費，栽培技術事業費，研究用機械整
備費，船舶管理費は含まれない。
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　　　表3　水研センター施設，機械の外部機関の利用状況（件数）
　施　設

研究所等名 国（独法） 大学（教育機関） 地方公共団体 民　　間 海　　外 合　　計
北海道区水産研究所  2 　2
東北区水産研究所 10 2  12
中央水産研究所 10  3 2  15
日本海区水産研究所  2 　2
遠洋水産研究所
瀬戸内海区水産研究所
西海区水産研究所 13  13
養殖研究所
水産工学研究所  7  6  13
さけますセンター  8 　8
開発調査センター
栽培漁業センター 2 33  8 11  54

合　　計 2 75 13 27 2 119

　機　械
研究所等名 国（独法） 大学（教育機関） 地方公共団体 民　　間 海　　外 合　　計

北海道区水産研究所
東北区水産研究所
中央水産研究所  1  8  9
日本海区水産研究所
遠洋水産研究所
瀬戸内海区水産研究所
西海区水産研究所  1  1
養殖研究所
水産工学研究所
さけますセンター 2  2
開発調査センター
栽培漁業センター 12  2 4 18

合　　計 0 13 11 6 0 30

　⑵　施設・整備

•第2期中期計画中の施設整備5ヵ年計画に基
づき，中央水産研究所における遺伝子組み替
え魚介類検査室新設工事を含め，本年度整備
計画9案件中7案件は計画通りに完工しまし
た。2案件については工事が遅延したため財
務省に明許繰越工事の許諾を得て，予定より
4カ月遅れ及び2カ月遅れの完工となりまし
た。

•規程「固定資産の減損に係る会計の取扱につ
いて」に基づき，本部及び各事業所単位で対
象資産について調査を実施した結果，減損の
兆候は見られませんでした。

•施設及び機械に関しては，共同研究開発の場

としてオープンラボの利用計画を作成し，他
機関との共同研究開発の積極的な推進を図る
とともに，各研究所等の利用状況の把握に努
め，法人内相互利用による効率化に努めまし
た。

•オープンラボ等をホームページに積極的に掲
載し，他法人，地方公共団体，公立試験研究
機関，大学等外部の利用を促進した結果，合
計149件の外部利用が行われました（表3）。

•研究開発用機器については，活用状況調査を
実施し，各研究所間での機器の共同利用等に
ついて検討し，管理換えを行うなど，効率的
な活用を図りました。
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　⑶　組織

•平成18年4月１日付けの独立行政法人さけ・
ます資源管理センターとの統合に伴い，統合
後のさけますセンター及びセンター全体の業
務を円滑に遂行するため本部に設置されたさ
けます管理課は，当初の目的を達成したため
平成19年4月1日に廃止し，さけますセンタ
ーと本部の連絡調整を行うため，栽培管理課
にさけます管理係を設置しました（栽培管理
課管理係は栽培管理係へ改称）。

•研究所の研究支援部門について，各種調査デ
ータの所在情報等の収集管理により研究情報
業務の高度化を図るため，中央水産研究所図
書資料館にレファレンス係を新設しました。

•藻類研究機能の強化と地域問題解決の効率的
推進のため，西海区水産研究所有明海・八代
海漁場環境研究センターに浅海増養殖研究科
を新設しました。

•海洋変動予測モデルの開発及びその基礎とな
る広域データの収集・解析を効率的に推進す
る研究体制を整備するため，全国対応の研究
拠点となる部署として，中央水産研究所に海
洋データ解析センターを新設しました。

　⑷　職員の資質向上及び人材育成

•社会的要請等に適切に対応するため策定した
人材育成プログラムについて検証を行い，キ
ャリアデザインシートの作成間隔を１年から
3年に変更すること等，必要に応じて見直し
を行いました。

　　また，キャリアデザインシートの作成にセ
ンター全体で取り組み，業務実地研修等研修
計画の実施，語学研修等の検討及び職務を通
じた人材育成マニュアル作成に向けて調査を
実施しました。

•研究開発職については，競争的意識の向上を
図るために評価結果の処遇への反映につい
て，その時期及び内容の検討を行いました。

•多様な採用制度を活用したキャリアパスの開
拓を目的に，国外を含めた他機関との人事交
流やセンター内の部門間の人事交流等を引き
続き促進しました。

•研究開発職員に裁量労働制を導入し，就業環
境の条件整備を実施しました。

•平成18年度に整備した職員倫理規定と研究活

動の不正行為への対応に関する規程及び公益
通報処理規程に加えて，平成19年度には公的
研究費の適正な取り扱いに関する規程及び公
的研究費に係る行動規範と不正防止計画を整
備するなど，さらなるコンプライアンス体制
の強化を図りました。

3　研究開発支援部門の効率化及び充実・高度化

　⑴　管理事務業務の効率化，高度化

•各組織での重複業務等について見直しを含め
て検討し，本部においては，決裁事務の見直
し等を行い，決裁者の数を減らす等の効率化
を図りました。研究所等においては，旅行命
令者の権限の一部を事業所長等に委任するな
ど，業務の効率化を図りました。また，契約
依頼票決裁事務の効率化のため，平成20年4
月より決済権限を隔地施設にも委任できるよ
う規程を改正することとしました。さらに契
約事務の効率化のため，契約依頼票の作成を
全役職員が会計システムで行えるようシステ
ム機能の向上を図りました。旅費システムに
ついてはWeb化し，運用を開始しました。

　⑵　アウトソーシングの促進

•微生物等の同定・計測，サンプルの処理・分
析，軽微なデータの集計・入力・解析，潜水
調査，電気工作物等の保守管理の業務等につ
いて，安価で良質なサービスを受けられる場
合には，コスト比較を勘案しつつ極力アウト
ソーシングを行いました（表4）。

　⑶　調査船の効率的運用

•研究所から提出された調査計画を本部で精
査・調整したうえ，効率的な運航計画を作成
し，可能な限り共同調査及び多目的調査の実
施に努めました（表5）。

•資源調査等の実施のため，水産庁漁業調査船
と連携した調査テーマを協議し，調査船調査
計画を作成するなど，連携を図りました。

•中長期的観点から，船舶及び乗組員配置等の
見直しに関する実行計画を作成し，調査船の
効率的運用を推進しました。

•独立行政法人整理合理化計画に基づき中型船
一隻（探海丸）について，主務大臣の認可を
受け平成20年3月に売却し，除籍しました。
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　　　　　　　　　　表5　調査航海数及び多目的調査航海数

区　　　　　分 調　査　航　海　数 多目的調査航海数
水産庁船 　7  0
水産総合研究センター船 139 53
公庁船（用船）  16  0
民間船（用船）  13  1
開発調査センター（用船）  14  0

総　　　計 189 54

表4　アウトソーシングの状況（件数）

研究所等名
外　　　注　　　業　　　務

施設設備
保守管理 庁舎清掃 庁舎警備 健康衛生 産業廃棄物

処理 その他 研究開発等 合　　計

本部  1  1  1  1  6  10
北海道区水産研究所  2  1  1  1  1  1  95 102
東北区水産研究所  2  2  2  1  2  1  20  30
中央水産研究所  8  1  4  1  5  58  77
日本海区水産研究所  1  1  1  1  44  48
遠洋水産研究所  1  1  1  1  55  59
瀬戸内海区水産研究所  3  1  3  1  1  1  41  51
西海区水産研究所  2  2  2  1  2  1  66  76
養殖研究所  2  2  1  2  22  29
水産工学研究所  1  1  1  13  16
さけますセンター 15  3  2  1  8 　4  33
開発調査センター 　4 　4
栽培漁業センター 11  7  9  5  23  55

合　　計 49 13 24 11 24 24 445 590

4　産学官連携，協力の促進・強化

•水産物や水産業に関する調査研究を積極的に推
進するため，民間との人事交流や東南アジア漁
業開発センター（SEAFDEC）等の国際機関か
らの依頼を受けて，延べ15名の海外派遣等を行
いました。

•連携大学院については新たに連携先大学が増加
し（表6），また，公的研究機関や民間企業等
との共同研究についても積極的に取組み（表
7），産学官の連携，協力関係を推進しまし
た。

•研究開発等の分野については，本部主導で計画
を策定し，運営費交付金プロジェクト研究では
内部公募により課題の募集・採択を行いまし
た。

•水産業や水産物に関する種々の課題の解決を目

指し，平成18年度に設立したまぐろ研究所の本
格的な活動を開始し，まぐろ研究所担当研究開
発コーディネーターを置き，コーディネート機
能を強化しました。

•地域拠点としての役割を果たすため，研究開発
コーディネーター等が研究開発ニーズ等を把握
し，他機関との連携を図りつつ，研究所・栽培
漁業センター等施設の融合・横断的な研究開発
の課題化に取り組み，平成19年度は青森県，神
奈川県等からの要望による｢栽培漁業の事業効
果評価手法の検討｣等を課題化し，採択しまし
た。

•また，社会連携を積極的かつ効果的に推進する
ための枠組みとして，水産技術交流プラザを発
足させました。
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連携大学院と称号 所　　属 氏　　名 開始時

東
京
海
洋
大
学
大
学
院

海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　資源評価部 赤嶺　達郎 H14～
海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　資源評価部 大関　芳沖 H14～
海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　資源評価部 清水　昭男 H18～
海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　利用加工部 山下　倫明 H 8～
海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　利用加工部 斎藤　洋昭 H18～
海洋科学技術研究科 准教授 中央水産研究所　浅海増殖部 青野　英明 H12～
海洋科学技術研究科 准教授 中央水産研究所　内水面研究部 箱山　　洋 H17～
海洋科学技術研究科 教　授 中央水産研究所　内水面研究部 片野　　修 H17～
海洋科学技術研究科 教　授 養殖研究所　生産技術部 黒川　忠英 H17～
海洋科学技術研究科 准教授 養殖研究所　生産技術部 玄　浩一郎 H17～
海洋科学技術研究科 准教授 水産工学研究所　水産土木工学部 桑原　久実 H18～
海洋科学技術研究科 教　授 水産工学研究所　水産情報工学部 澤田　浩一 H18～
海洋科学技術研究科 准教授 北海道区水産研究所　亜寒帯漁業資源部 山村　織生 H19～
海洋科学技術研究科 准教授 遠洋水産研究所　外洋資源部 酒井　光夫 H19～

東
京
大
学

大
学
院

農学生命科学研究科 准教授 中央水産研究所　利用加工部 山下　倫明 H11～

長
崎
大
学
大
学
院

生産科学研究科 教　授 西海区水産研究所　東シナ海漁業資源部 塚本　洋一 H18～
生産科学研究科 准教授 西海区水産研究所　東シナ海漁業資源部 大下　誠二 H18～
生産科学研究科 教　授 西海区水産研究所　石垣支所 加藤　雅也 H13～
生産科学研究科 准教授 西海区水産研究所　石垣支所 林原　　毅 H17～
生産科学研究科 准教授 西海区水産研究所　石垣支所 栗原　健夫 H19～
生産科学研究科 准教授 西海区水産研究所　東シナ海海洋環境部 長谷川　徹 H19～

高
知
大
学

大
学
院

黒潮圏海洋科学研究科 准教授 遠洋水産研究所　温帯性まぐろ資源部 田邉　智唯 H16～

黒潮圏海洋科学研究科 准教授 遠洋水産研究所　外洋資源部 一井　太郎 H16～

三
重
大
学

大
学
院

生物資源学研究科 教　授 養殖研究所　生産技術部 荒木　和男 H18～
生物資源学研究科 教　授 養殖研究所　生産技術部 小林　　亨 H18～
生物資源学研究科 准教授 養殖研究所　生産システム部 山本　剛史 H18～

日
本
大
学

大
学
院

理工学研究科 教　授 水産工学研究所　水産土木工学部 高木　儀昌 H19～

表6　連携大学院

5　国際機関等との連携の促進・強化

•二国間協定や国際条約等に基づく，ノルウェ
ー，アメリカ合衆国等との共同研究や国際ワー
クショップを積極的に行い，他国の研究機関等
との連携強化を図りました（表8，表9）。

•日中韓で締結したＭＯＵ（覚書）に基づき，日

中韓研究機関長会議を開催し，新たな項目（水
産生物の疾病に関する情報交換）を加えた覚書
付属書を取り交わしました。また，国際共同調
査について意見交換するとともに平成20年に韓
国で開催されるワークショップについて合意し
ました。
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表7　共同研究（国内）

共同研究相手機関名 契約期間 共同研究課題名 担当研究所等名 研究室名

北海道大学大学院水産科学
研究院

H19. 4.27
～H20. 3.31

スケトウダラ日本海北部系群の分布域における流れ場と
その影響の解明

北海道区水産研究所

亜寒帯海洋環境部
海洋動態研究室
亜寒帯漁業資源部
資源評価研究室

日本水産株式会社中央研究
所

H19. 9.10
～H20. 3.31

ブリを含む魚類のホルモン濃度測定法の開発とホルモン
分泌動態を指標にした新規餌料・給餌・飼育法の開発

海区水産業研究部
資源培養研究室

石巻専修大学 H18. 4. 1
～H21. 3.31

磯焼け海域における藻場衰退原因の把握，および衰退し
た藻場の回復技術の検討に関した研究

東北区水産研究所

海区水産業研究部
資源培養研究室

（独）国立科学博物館 H18.10.10
～H21. 3.31

東北日本沖合太平洋における深海動物相の解明と海洋生
態系保護に関する基礎研究

八戸支所
資源評価研究室

（独）海洋研究開発機構横浜
研究所

H19. 4. 1
～H23. 3.31

漁海況予測及び水産資源変動予測のための海況予測シス
テムの高精度化と魚類等輸送予測モデルの高度化に関す
る研究

東北区水産研究所 混合域海洋環境部

中央水産研究所 海洋生産部
海洋動態研究室

東京大学海洋研究所 H19. 4. 2
～H20. 3.31 エゾアワビの生態および資源量変動要因の研究

東北区水産研究所

海区水産業研究部
沿岸資源研究室

北里大学水産学部 H19. 4. 2
～H20. 3.31 ヒラメ等有用魚類の繁殖生理生態に関する研究 海区水産業研究部

沿岸資源研究室

宮城県保健環境センター H19. 6.15
～H22. 3.31

アカモク人工藻場の造成手法による生態系構造及び周辺
環境への影響に関する研究

海区水産業研究部
資源培養研究室

塩竈市漁業協同組合 H19. 6.15
～H22. 3.31

アカモク人工藻場の造成手法による生態系構造及び周辺
環境への影響に関する研究

海区水産業研究部
資源培養研究室

東洋建設株式会社 H19. 6.15
～H22. 3.31

アカモク人工藻場の造成手法による生態系構造及び周辺
環境への影響に関する研究

海区水産業研究部
資源培養研究室

北海道大学北方生物圏フィ
ールド科学センター

H16. 9. 1
～H20. 3.31 気候変動と魚類の生活史戦略の多様化

中央水産研究所

内水面研究部

東京海洋大学 H17. 4.11
～H20. 3.31 稚魚の層別定量採集手法の開発に関する共同研究 資源評価部

生態特性研究室

静岡大学理学部 H19. 5.29
～H20. 3.31 ニジマス・カルシトニン遺伝子の免疫応答性の解析 内水面研究部

育成生理研究室

東海大学 H19. 4.20
～H20. 3.31 凍結・解凍過程の解明による魚肉品質制御技術の開発 利用加工部

品質管理研究室
新東京インターナショナル
株式会社

H18. 4. 1
～H20. 3.31 凍結・解凍過程の解明による魚肉品質制御技術の開発 利用加工部

品質管理研究室

（独）農林水産消費安全技術
センター

H18. 4. 1
～H23. 3.31 水産物・水産食品等の信頼確保に資するための共同研究

利用加工部
食品バイオテクノロジー
研究室

北里大学 H19. 3. 1
～H20. 3.31 ヒメマス種苗性強化研究 内水面研究部

育成生理研究室
①宇都宮大学農学部
②学校法人北里学園
③日本大学生物資源科学部

H19. 4. 1
～H20. 3.31

サケ科魚類の成長・相分化・性成熟機構の解明に関する
研究

内水面研究部
育成生理研究室

（独）国立環境研究所 H19. 4. 2
～H21. 3.31 東京湾におけるマコガレイ稚仔魚の生物生産機構の解明 浅海増殖部

①（独）海洋研究開発機構
②㈳漁業情報サービスセン
ター

H19. 6. 1
～H20. 3.31

海況予測システムを利用したマグロ類資源管理手法の開
発に関する研究

海洋生産部
海洋動態研究室

（独）日本原子力研究開発機
構

H19. 7. 2
～H22. 3.31 海洋における放射性物質等の生態系循環に関する研究 海洋生産部

海洋放射能研究室

㈱日本海水 H19. 7.30
～H20. 3.31

ノリに含まれるマイコスポリン様アミノ酸の抽出技術と
応用技術の開発

利用加工部
機能評価研究室

①熊本県水産研究センター
②㈱日本海水

H19. 7.30
～H20. 3.31

ノリに含まれるグリセロールガラクトシドの大量抽出技
術の確立と応用技術の開発

利用加工部
機能評価研究室

共同船舶株式会社 H19.12.18
～H20. 3.31

鯨肉の冷凍解凍前後の処理条件が肉質に及ぼす影響に関
する研究

利用加工部
素材開発研究室

①東京大学
②北海道立中央水産試験場

H19.10. 1
～H22. 3.31 北海道春ニシンの資源変動に関する研究 日本海区水産研究所 日本海漁業資源部

資源評価研究室

北海道大学大学院水産科学
研究院

H18.11.24
～H21. 3.31

スルメイカの資源変動特性と海洋環境の影響に関する研
究

日本海区水産研究所 日本海漁業資源部
資源評価研究室 

北海道区水産研究所 亜寒帯漁業資源部

東海大学 H19. 8. 1
～H20. 3.31

外洋性大型イカ類の生息海域における海洋基礎生産に関
する研究

遠洋水産研究所

外洋資源部
外洋いか研究室

東京海洋大学 H19. 8. 1
～H20. 3.31 北太平洋における鯨類の資源生物学的研究 外洋資源部

㈳漁業情報サービスセンタ
ー

H19.12. 1
～H20. 3.31 漁場探索技術開発に関する研究

温帯性まぐろ資源部
温帯性まぐろ研究室
熱帯性まぐろ資源部
数理解析研究室
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共同研究相手機関名 契約期間 共同研究課題名 担当水産研究所名 研究室名
広島大学大学院生物圏科学
研究科  

H18. 4. 3
～H20. 3.31

瀬戸内海における干潟及び周辺海域の一次生産者を利用
するベントスの生産性評価手法

瀬戸内海区水産研究所

生産環境部
藻場・干潟環境研究室

京都大学農学部 H18.10. 5
～H21. 3.31 赤潮原因藻に対する作用微生物の探索試験 赤潮環境部

赤潮制御研究室

（独）産業技術総合研究所 H18.11.24
～H20. 9.30

神経細胞可視化メダカを用いた創薬スクリーニングシス
テムの構築

化学環境部
生物影響研究室

長崎大学 H19. 4. 2
～H21. 3.31

トラフグ放流種苗の放流後の初期減耗の軽減に関する研
究

栽培資源部
栽培技術研究室

鹿児島大学水産学部 H19. 4. 2
～H21. 3.31 クルマエビの催熟用飼料の開発に関する研究 栽培資源部

栽培技術研究室

千葉大学 H19. 4. 2
～H20. 3.31

内海における藻場・干潟のベントス群集構造・生物生産
機能の解析手法の開発

生産環境部
藻場・干潟環境研究室

東京大学海洋研究所 H19. 4. 2
～H20. 3.31 藻場・干潟生態系の高次生産機能評価手法に関する研究 生産環境部

藻場・干潟環境研究室

東京工業大学 H19. 4. 1
～H20. 3.31

沿岸域の流況解析に藻場・干潟生物の種子・幼生等の分
散過程の解析と集団解析による検証

生産環境部
藻場・干潟環境研究室

東邦大学理学部東京湾生態
系研究センター

H19. 4. 2
～H22. 3.31

内海性干潟域の浮遊幼生を持つ生物の生活史戦略に適合
した環境修復手法の開発

生産環境部
藻場・干潟環境研究室

愛媛大学 H19. 4. 2
～H20. 3.31

周防灘の流況解析に基づくアサリ浮遊幼生動態モデルの
開発

生産環境部
藻場・干潟環境研究室

（独）理化学研究所 H19. 4. 1
～H21. 3.31 珪藻ウイルス（CnRNAV）のX線結晶構造解析 赤潮環境部

赤潮制御研究室

福山大学生命工学部 H19. 6.15
～H21. 3.31 アサリの資源回復を中心とする“里海”の再生研究 生産環境部

藻場・干潟環境研究室

熊本県立大学 H19. 9.20
～H21. 3.31

アサリの資源回復を目的とした初期生態並びに個体群動
態解明研究

生産環境部
藻場・干潟環境研究室

高知大学 H20. 1.23
～H24. 3.31

珪藻，ラフィド藻，渦鞭毛藻等への遺伝子導入系の網羅
的開発に関する研究

赤潮環境部
赤潮制御研究室

キリヤ化学株式会社 H18. 4. 1
～H20. 3.31 魚類の標識技術開発 栽培資源部

栽培技術研究室
沖縄県水産海洋研究センタ
ー

H17. 4. 1
～H20. 4.30 琉球列島周辺のパヤオ漁場における海況変動特性の解明

西海区水産研究所

東シナ海海洋環境部
海洋動態研究室

九州大学大学院農学研究院 H19. 4.16
～H22. 3.31

マングローブ域とサンゴ礁域を回遊する魚類の生態解明
に関する研究

石垣支所
生態系保全研究室

京都大学大学院農学研究科
（応用生物科学専攻海洋生
物機能学分野）

H17. 5.20
～H20. 3.31

各種環境要因が造礁サンゴ類の再生産過程に及ぼす影響
の検討

石垣支所
資源増殖研究室

㈳国立環境研究所（東アジ
ア流域圏環境管理プロジェ
クト生物圏環境研究領域）

H17.10.13
～H21. 3.15

東シナ海の水塊構造とプランクトン生態系を介した親生
物元素の循環に関する研究

東シナ海海洋環境部
高次生産研究室
生物環境研究室

（独）国際農林水産業研究セ
ンター

H18.12. 1
～H19. 4.22 マングローブ生態系による水質浄化機能の評価 石垣支所

海洋環境研究室
熊本大学大学院自然科学研
究科

H18. 6. 2
～H22. 3.15

白川からの懸濁物質負荷変動が有明海の沿岸環境に及ぼ
す影響の解明

東シナ海海洋環境部
生物環境研究室

長崎大学水産学部 H18. 7.18
～H21. 3.31

熊本県白川河口干潟におけるアサリ個体群の環境応答に
関する研究

海区水産業研究部
有明海・八代海漁場環境
研究センター

京都大学大学院情報学研究
科（社会情報学専攻生物圏
情報学講座）

H18. 9. 21
～H22. 3.31

バイオテレメトリーによるシロクラベラとタイマイの行
動追跡に関する研究

石垣支所
栽培技術研究室

沖縄県水産海洋研究センタ
ー石垣支所

H18. 9.22
～H22. 3.31

シロクラベラの天然種苗と飼育種苗の生態行動に関する
研究

石垣支所
栽培技術研究室

（独）農業環境技術研究所有
機化学物質研究領域

H19. 4.16
～H22. 3.31

耳石微量元素分析によるサンゴ礁性魚類の回遊履歴に関
する研究

石垣支所
漁業資源研究室

宮崎大学農学部 H19. 6. 8
～H21. 3.31 石垣島および周辺島嶼陸域周縁性魚類相に関する研究 石垣支所

生態系保全研究室
東京大学大学院農学生命科
学研究科

H19. 6. 8
～H21. 3.31

計量魚群探知機を用いた小型浮魚類の資源量推定精度の
向上に関する研究

東シナ海漁業資源部
資源評価研究室

沖縄県水産海洋研究センタ
ー石垣支所

H19. 8. 3
～H23. 3.31 シャコガイ類の種苗生産における減耗要因の解明 石垣支所

資源増殖研究室
長崎大学東シナ海海洋環境
資源研究センター

H19. 4. 2
～H22. 3.31

亜熱帯域に生息する大型ベラ類とハタ類の成熟機構の解
明に関する研究

石垣支所
栽培技術研究室

国立大学法人佐賀大学 H20. 2.22
～H22. 3.31

有明海湾奥部及び諫早湾における貧酸素水塊の発生機構
に関する研究

海区水産業研究部
有明海・八代海漁場環境
研究センター

広島大学大学院生物圏科学
研究科

H20. 3. 7
～H21. 3.31

東シナ海域における懸濁能力及び溶存態物質フラックス
の動態と低次生態系変動との関連性の解明

東シナ海海洋環境部
生物環境研究室
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長崎県総合水産試験場 H20. 3.28
～H23. 3.31

有明海における粘質状浮遊物の原因究明と発生機構の解
明に関する研究 西海区水産研究所

海区水産業研究部
有明海・八代海漁場環境
研究センター

①㈱アイ・エム・ティ
②（独）国際農林水産業研究
センター
③㈱ヒガシマル

H16. 8.16
～H21. 3.31 安全な国産エビ（バナメイ）生産技術のシステム化

養殖研究所

生産技術部
繁殖研究グループ

北海道大学大学院水産科学
研究院

H18. 6.30
～H20. 3.31 クルマエビ類の急性ウイルス血症ワクチンの開発 病害防除部

種苗期疾病研究グループ

近畿大学農学部水産学科 H18. 4. 1
～H21. 3.31 ウナギの良質種苗の生産に関する研究 生産技術部

繁殖研究グループ

京都大学フィールド科学教
育研究センター

H18. 9.29
～H20. 3.31 由良川及び由良海の生物生産機構に関する研究

生産システム部
増養殖システム研究グル
ープ

北海道大学大学院 H18.10.27
～H21. 3.31 ウナギの育種基盤整備に関する研究 生産技術部

繁殖研究グループ

広島大学 H18.11. 1
～H21. 3.31 養殖魚の新規飼料素材及び飼養技術開発に関する研究 生産システム部

飼餌料研究グループ

宮崎大学 H18.11.22
～H21. 3.31

魚類の良質卵生産のための新規マーカの検索とその生理
機能の解明

生産技術部
繁殖研究グループ

京都大学大学院医学研究科 H19. 1.25
～H20. 3.31

STAT4欠損メダカを用いたインターロイキン-12（IL-12）
の機能解析

病害防除部
健康管理研究グループ

東北大学大学院 H19. 7.20
～H22. 3.31

カレイ科魚類における左右非対称性形成機構とその異常
発生機構に関する研究

生産技術部
繁殖研究グループ

三重県産業支援センター H19. 4. 2
～H19. 9.30 干潟・藻場における物質循環の解明

生産システム部
増養殖システム研究グル
ープ

日本水産株式会社 H19. 7.19
～H23. 3.31

オキアミ分解物等を利用したシラスウナギ人工生産用飼
料の改良

養殖研究所 生産技術部
繁殖研究グループ

志布志栽培漁業センタ
ー

不二製油株式会社 H19. 7. 6
～H23. 3.31

大豆ペプチド等添加によるシラスウナギ人工生産用飼料
の改良

養殖研究所 生産技術部
繁殖研究グループ

志布志栽培漁業センタ
ー

京都大学医学研究科 H19.10. 1
～H20. 3.31 筋肉量抑制遺伝子を破壊したメダカの作出とその解析

養殖研究所

病害防除部
健康管理研究グループ

京都大学医学研究科 H19.10. 1
～H20. 3.31

メダカレプチン受容体ノックアウトメダカの作製とその
特性解明

生産技術部
繁殖研究グループ

京都大学医学研究科 H19.10. 1
～H20. 3.31 cyclin B3 欠損メダカを用いたcyclin B3の機能解析 生産技術部

繁殖研究グループ
日本データーサービス株式
会社

H18. 4.28
～H21. 3.31 干潟におけるアサリ稚貝の着底及び移動機構の解明

水産工学研究所

水産土木工学部
環境分析研究室

㈶漁港漁場漁村技術研究所 H18. 4.28
～H21. 3.31 港内埋没評価技術の開発

水産土木工学部
開発システム研究室
水理研究室

㈶災害科学研究所 H18.10.31
～H21. 3.31

波浪エネルギーを利用する多機能型の漁港・漁場施設の
開発

水産土木工学部
水理研究室
開発システム研究室

①（独）港湾空港技術研究所
②茨城県水産試験場

H19. 4. 1
～H22. 3.31 砕波帯環境と水産生物動態に関する共同研究

水産土木工学部
環境分析研究室
水理研究室
開発システム研究室

㈱東京久栄 H19. 4.19
～H21. 3.31 回流水槽を用いたアサリ稚貝の定着条件の解明 水産土木工学部

環境分析研究室
鹿児島県水産技術開発セン
ター

H19. 4.23
～H20. 3.31

磯焼け海域におけるガラモ場の形成機構と機能に関する
共同研究

水産土木工学部
水理研究室

（独）海上技術安全研究所 H19. 7. 2
～H20. 3.31 ミリ波波浪計測手法に関する研究 漁業生産工学部

安全性研究室

（独）海上技術安全研究所 H19. 9. 7
～H20. 3.31 小型船舶による曳航に関する研究 漁業生産工学部

安全性研究室

岩手県水産技術センター H18.11. 8
～H19. 8.31

岩手県沿岸域におけるサケ幼稚魚の成長変動と北上経路
の解明に関する研究

さけますセンター さけます研究部
技術開発室　

東北区水産研究所 業務推進部
調査普及課

（独）国立医薬品食品衛生研
究所

H19. 6. 1
～H20. 3.31

モダンバイオテクノロジー応用食品の安全性確保に関す
る研究 さけますセンター さけます研究部

遺伝資源研究室

共同研究相手機関名 契約期間 共同研究課題名 担当水産研究所名 研究室名
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（独）宇宙航空研究開発機構
宇宙利用推進部

H18. 3.15
～H20. 3.31

衛星観測システムの海洋生態系研究及び水産業への利用
のための基盤技術に関する研究

本部 業務企画部
中央水産研究所 海洋生産部
遠洋水産研究所 海洋研究グループ

静岡県水産技術研究所 H19. 4. 2
～H20. 3.31 遠洋かつお釣漁業における漁獲物の品質に関する研究 開発調査センター 　　　

海流予測情報利用有限責任
事業組合

H19. 4.10
～H20. 3.31

海流変動予測モデルによる人工流木漂移予測技術に関す
る研究

開発調査センター
遠洋水産研究所 海洋研究グループ

東京海洋大学 H19. 4. 2
～H20. 3.31 種苗放流によるニシンの資源回復と遺伝的保全

宮古栽培漁業センター

北海道区水産研究所 海区水産業研究部
栽培技術研究室

養殖研究所 栽培技術開発センター
栽培技術研究グループ

東北大学大学院 H19. 7.27
～H20. 3.31

カレイ科魚類における形態異常の出現防除対策とそれに
伴う左右非対称性形成発現の解明 宮古栽培漁業センター

京都大学 H19. 4. 2
～H20. 3.31

カレイ科魚類における形態異常の出現防除対策とそれに
伴う基礎的な知見の集積 宮古栽培漁業センター

京都大学 H19. 4. 2
～H20. 3.31 宮古湾におけるクロソイ仔稚魚の初期生態の研究 宮古栽培漁業センター

北海道電力総合研究所 H19. 4.13
～H20. 3.31 クロソイの性分化の研究 宮古栽培漁業センター

東京海洋大学 H18. 6.21
～H20. 3.31

イセエビフィロソーマにおける溶解アミノ酸の吸収機構
に関する研究

南伊豆栽培漁業センタ
ー

富山県水産試験場 H19. 4. 2
～H20. 3.31 マダラの栽培漁業技術開発に関する研究 能登島栽培漁業センタ

ー

東京海洋大学 H19. 5.14
～H20. 3.31

健全な種苗を生産するための栄養強化技術及び配合飼料
の開発

宮津栽培漁業センター
屋島栽培漁業センター
五島栽培漁業センター
奄美漁業栽培センター

養殖研究所 生産システム部
飼餌料研究グループ

東京海洋大学 H19. 5. 7
～H22. 3.31 閉鎖循環飼育システムを用いた魚類種苗生産の研究 屋島栽培漁業センター

電力中央研究所 H18. 7.25
～H20. 3.31 魚類のアンモニア態窒素等の水質耐性に関する研究 屋島栽培漁業センター

農林水産省動物医薬品検査
所

H18. 4. 6
～H20. 3.31 水産用ワクチンの検査・検定用ブリ小型種苗の開発 五島栽培漁業センター

㈳日本動物用医薬品協会 H18. 6.12
～H20. 3.31 水産用ワクチンの研究に用いるブリ種苗の生産技術開発 五島栽培漁業センター

㈱日本水産  大分海洋研究
センター

H19. 1.13
～H22. 3.31 ブリの早期人工種苗を用いた養殖試験 五島栽培漁業センター

㈱日本水産 H19. 4.10
～H20. 3.31 クロマグロの育成用配合飼料の開発 奄美栽培漁業センター

共同研究相手機関名 契約期間 共同研究課題名 担当水産研究所名 研究室名
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表8　共同研究（海外）

共同研究相手国及び機関名 契約期間 共同研究課題名 担当研究所等名 研究室名

ノルウエー・SINTEF H18. 4. 1
～H20. 3.31

輸入食品の品質表示の検証に関す
る技術開発 中央水産研究所 利用加工部

食品バイオテクノロジー研究室
アメリカ合衆国・内務省地質研
究所遡河性魚類研究センター生
理部門

H18. 4. 1
～H20. 3.31

魚類鰓組織の修復・再構成制御機
構の解明 中央水産研究所 内水面研究部

育成生理研究室

カナダ・クイーンズ大学 H19. 4. 1
～H20. 3.31

魚類耳石を用いた水温推定法に関
するパイロット研究 中央水産研究所 浅海増殖部

浅海増殖研究室
アメリカ合衆国・ボデガ海洋研
究所

H19. 4. 1
～H20. 3.31

北太平洋沿岸におけるアワビ属
Haliotis初期生態に関する研究 中央水産研究所 浅海増殖部

資源増殖研究室

フランス・国立海洋研究所
（IRD）

H18. 4. 1
～H20. 3.31

生態系を保全し持続的まぐろ生
産・漁業を可能とする漁場検索技
術の開発（日仏共同研究）

遠洋水産研究所 国際海洋研究員

カナダ・オタワ大学生物学部環
境ゲノム高等研究センター

H19. 4. 1
～H20. 3.31

種を超えた育種マーカーの開発の
ためのヒラメ発現遺伝子地図の作
製に関する日加国際共同研究

養殖研究所 生産技術部
育種研究グループ

ニュージーランド・ニュージー
ランド深海漁業グループ会社

（DWG）

H19. 4. 1
～H19. 5. 4

ニュージーランド水域におけるオ
ーストラリアスルメイカ及びニュ
ージーランドスルメイカのいか釣
り調査による調査

開発調査センター 底魚・頭足類開発調査グループ

表9　国際ワークショップ等

名　　　称 開催期間 開催地・主催・共催 備　　考
『GLOBECの地域プロジェクト「海
洋 高 位 捕 食 者 へ の 気 候 の 影 響

（Climate impact on Oceanic Top 
Predator; CLIOTOP）」 の 第1作 業
部会（初期生活史）及び第4作業部
会（モデリング）の国際合同ワーク
ショップ並びにCLIOTOP運営委員
会（Steering Committee; SC）』

H19. 5.14～17 開催地：静岡市（遠洋水産研究所）
主　催：水産総合研究センター

（日本15名，米国5名，スペ
イン3名，フランス2名，
豪州1名）

日中韓ワークショップ「東シナ海お
よびその周辺海域における環境変動
が水産資源に与える影響」

H19.10. 9
開催地：札幌市（かでる2・7）
主　催：水産総合研究センター，中国水産科学研究

院，韓国国立水産科学院

（日本16名，中国6名，韓国
7名）

2007 FORUM ON FISHERY 
SCIENCE AND TECHNOLOGY H19.10.22～25

開催地：中国・青島市（Fuxin Hotel）
主　催：中国水産科学研究院
後　援：国家自然科学基金，中国農業部
共　催：水産総合研究センター，韓国国立水産科学

院，上海水産大学，World Fish Center，中
国科学アカデミー海洋研究所

（日本7名，中国226名，韓
国7名，米国10名，その他
13名）

第18回日中韓水産研究者協議会 H19.10.30～31

開催地：東京都（虎ノ門パストラル）
主　催：財団法人海外漁業協力財団
協　力：水産総合研究センター，中国水産科学研究

院，韓国国立水産科学院

（中国7名，日本7名，韓国
6名）

日中韓水産研究者シンポジウム
2007・長崎「海洋水産資源の持続的
利用をめざして」

H19.11. 2

開催地：長崎市（メルカつきまちホール）
共　催：長崎県，㈶海外漁業協力財団，長崎大学水

産学部・環東シナ海海洋環境資源研究セン
ター，水産総合研究センター西海区水産研
究所，長崎県総合水産試験場

184名参加（中国7名，韓国
6名，日本水研センター5
名）

第4回日中韓大型クラゲ国際ワーク
ショップ H19.11.12～13

開催地：韓国・済州市（韓国国立水産科学院済州水
産研究所）

共　催：水産総合研究センター，中国水産科学研究
院，韓国国立水産科学院

（日本22名，中国4名，韓国
30名）

平成19年度大型クラゲDNA解析国際
ワークショップ H20. 3. 3～9

開催地：山形市（山形大学理学部）
共　催：水産総合研究センター，中国水産科学研究

院，韓国国立水産科学院

（日本5名，中国3名，韓国
2名）
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第2　国民に対して提供するサービスその他
の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置

1　効率的かつ効果的な研究開発等を進めるための

配慮事項

　⑴　研究開発業務の重点化

•第2期中期計画の柱として位置づけた「水産
物の安定供給確保のための研究開発」及び

「水産業の健全な発展と安全・安心な水産物
供給のための研究開発」を重点的に実施しま
した。また，水研センターで行っている親魚
の養成，採卵，種苗生産，中間育成，種苗放
流等の確立した技術を公立試験場へ積極的に
移行するため，ブロック会議等を通じて都道
府県が実施している技術開発の進捗状況を把
握し，情勢分析を行いました。サワラ，トラ
フグ，ヒラメ等について，国が行う「ポスト
資源回復計画」の導入等の動きに配慮しつ
つ，都道府県等の種苗生産体制の整備状況を
考慮した技術研修や講習会を57回開催し，技
術移転を行いました。

•公立試験場で十分な対応ができない魚病や広
域的な課題等については，センターとして必
要な協力・連携を図りました。

　⑵　海洋水産資源開発事業の見直し

•海洋水産資源開発事業についての見直しに基
づき，大中型まき網漁業においては，省人・
省エネルギー効果を取り入れた完全単船型ま
き網漁船を用いて新たな操業システムの開発
に引き続き取り組むとともに，遠洋底びき網
漁業においては，開発された表中層共用型ト
ロール漁具により浮魚類等を対象に操業調査
を行い，収益の改善を図るための漁獲技術の
開発に取り組むなど，漁船漁業の安定的な経
営に資する調査を実施しました。

　⑶　さけ類及びます類のふ化及び放流事業の見直し

•さけますセンターと北海道区水産研究所が一
体となって，国際資源対策推進委託事業に係
る中部太平洋及びベーリング海調査に対応す
るとともに，調査船北光丸を活用して「冬期
サケ・マス資源生態調査」を開始するなど，
センター調査船の活用によるさけ類及びます
類の生活サイクルに合わせた一貫したデータ
の収集・解析を進め，統合メリットの発揮に
努めました。

•さけますセンターが中央水産研究所，東北区
水産研究所と協力して，先端技術を活用した
農林水産研究高度化事業課題「サケ輸出促進
のための品質評価システムの開発と放流技術
の高度化」を開始するなど，各種のプロジェ
クト研究に取り組み，研究者と技術者の知見
の結合を図りました。

2　研究開発等の重点的推進

　⑴　水産物の安定供給のための研究開発

ア．水産資源の持続的利用のための管理技術の

開発

ア　主要水産資源の変動要因の解明（資料
1，2）

　　本課題では資源評価及び将来予測の精度
向上等により適切な資源管理を行って「水
産物の安定供給確保」を図ることを目的と
しています。19年度は環境変動がカタクチ
イワシ資源の再生産に及ぼす影響の定量的
把握，イワシ類の産卵戦略の相違点の把
握，スケトウダラ日本海北部系群の加入量
に及ぼす諸要因の把握，スルメイカ日本海
系群の資源変動と南下回遊ルートの変化の
関係把握，サンマの加入量と黒潮続流の流
速との関係把握，等の成果を得ました。そ
の他，深海性バイ類の分布や漁獲実態把握
に優れた成果を得ました。

イ　水産資源を安定的に利用するための管理
手法の開発（資料3）

　　本課題では我が国周辺及び公海域並びに
外国経済水域等における主要水産資源の資
源評価の高度化を図るとともに，生態系機
能の保全に配慮した資源管理手法を開発す
ることにより「水産物の安定供給確保」を
図ることを目的としています。19年度は，
複数種の資源管理に向けて，漁獲統計，調
査船調査，飼育実験などの分析結果をもと
に，環境収容力の推定や生態系モデルの構
築が行われるとともに，管理手法の高度化
に向けて，産卵や成長などの生物学的パラ
メータの推定，資源動態モデルの構築，そ
してシミュレーションによる分析，及び社
会経済的な視点による分析の実施等の成果
を得ました。

ウ　水産資源の維持・回復技術の開発（資料
4）

　　本課題では地域の重要資源の維持・回復
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に必要な管理システムを開発することによ
り，「水産物の安定供給確保」を図ること
を目的としています。19年度は，瀬戸内海
において高次捕食魚（サワラ等）を中心と
した生産構造の情報を整理し，Ecopath 
with Ecosim等の既存の生態系モデルソフ
トウエアの適用を可能とし，九州西岸で
は，種の異なる複数の藻場について，主要
な磯根生物の餌場あるいはイセエビの着底
場としての機能の相違を把握するなどの成
果をはじめ，地域の重要資源の維持・回復
に向けて着実な成果を得ました。

エ　水産資源の合理的利用技術の開発（資料
5）

　　本課題では資源を効率的に活用する漁業
生産技術，混獲回避技術などを開発して漁
業生産現場に導入し，生態系にも配慮した
漁業管理手法の高度化を図ることにより，

「水産物の安定供給確保」を図ることを目
的としています。19年度はインド洋のカツ
オ，太平洋のアメリカオオアカイカ，北太
平洋公海域のサンマ資源等についての資源
状況や漁場形成等の知見の蓄積，海鳥・海
亀の混獲削減措置の導入よる効果や操業・
漁獲効率等への影響の解析，底びき網漁業
の漁具の仕様や構造など，環境負荷を緩和
する漁具の設計に必要な知見の蓄積等を着
実に実施しました。

イ．水産生物の効率的・安定的な増養殖技術の

開発

ア　種苗の安定生産技術の開発と飼養技術の
高度化（資料6）

　　本課題では効率の高い増養殖生産のため
の飼養技術高度化を目的として，重要魚種
の種苗生産過程での安定生産阻害要因の解
明等の開発に取り組んでいます。19年度は
養殖用種苗の国産化が求められているカン
パチについて，養成親魚の生殖年周期を明
らかにするとともに，早期採卵と種苗生産
に成功しました。低魚粉飼料については，
マダイで植物性原料配合飼料へのタウリン
添加により，肝機能や脂質代謝が改善され
ることを明らかにしました。

イ　生態系機能の保全に配慮した種苗放流・
資源培養技術の開発（資料7，8）

　　本課題では生態系機能保全に配慮した種

苗放流等の資源培養技術の開発を目的と
し，健全種苗の評価手法，標識技術高度化
等の技術開発を行っています。19年度は，
サケの健全雌親魚選定方法について，成熟
誘起ホルモン等の生理的指標が有効な評価
基準となることを明らかにしました。標識
技術では，安全性の高い食品添加物や市販
色素を用いた標識，甲殻類の遺伝子標識お
よび遊泳脚切除標識，トラフグの標識確認
のための効率的な耳石採集方法を開発しま
した。遺伝的多様性に配慮した種苗放流に
関しては，日本近海のサワラが遺伝的に均
一であること，北海道のサケが5つの地域
集団からなることを明らかにしました。そ
の他，マツカワ属の希少資源復元型栽培漁
業の構築の課題において優れた成果を得ま
した。

ウ　新規増養殖技術の開発
　　本課題では種苗生産が困難な魚介類の安

定的な生産技術など新たな増養殖技術開発
を目的に，種苗生産過程での減耗要因把
握，生残率向上技術開発等に取り組んでい
ます。19年度は，ウナギの胚発生期におけ
る飼育水塩分濃度上昇により，ふ化後生残
率が高くかつ形態異常が低くなること等を
明らかにしました。イセエビでは，飼育水
注水方法の改良など幼生の飼育環境の最適
化を進めました。クロマグロでは，飼育中
期の主餌料である他魚種ふ化仔魚の栄養的
価値を明らかにしました。養殖対象種の新
品種作出等では，耐病性等の重要な形質に
関するDNAマーカーの開発を進め，ヒラ
メ解析家系で多型を示す400マーカーの同
定を行い，連鎖解析を開始しました。

エ　病害防御技術の開発（資料9）
　　本課題では増養殖対象となる水産生物の

疾病防除技術開発を目的に，コイヘルペス
ウイルス（KHV）病等における病原体の
諸性状や伝播経路の解明等に取り組んでい
ます。19年度はKHV病では耐過魚（感染
後軽症状又は無症状で回復した魚）の脳に
ウイルスゲノムが長期間残存し，脳は耐過
魚の検出最適部位であることを明らかにし
ました。アユの冷水病では開発した浸漬ワ
クチンが製造後1年間安全性と有効性を維
持することを明らかにし，ワクチンメーカ
ーが医薬品として申請する段階にまで至り
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ました。

ウ．水産生物の生育環境の管理・保全技術の開

発

ア　沿岸域生態系の保全・修復技術の開発
（資料10，11）

　　本課題では沿岸域における物質循環等の
実態等の解明や生態的特性等の評価を行
い，沿岸域の保全修復技術を開発し，沿岸
生態系の管理方策に資することを目的とし
ています。19年度はこれまで知見の乏しか
った内海域の藻場・干潟の持つ生物的機能
についてウニ類やマナマコの幼生判別技術
を開発するとともに，引き続き藻場の生物
群集機能の定量的評価手法の開発を行い，
魚類の空間分布と藻場・周辺景観要素（干
潟・魚礁等）との関係を空間解析により明
らかにしました。河川からの負荷変動が沿
岸生態系の低次生産過程，動植物プランク
トン群集構造等に及ぼす影響の評価手法の
開発では，ダム等の建設が河川由来負荷物
質実態に影響を及ぼす可能性が示唆された
他，長江河口沖合域で赤潮が頻発し始めた
平成12年以降，東シナ海の植物プランクト
ン優占種が変化している可能性が示唆され
ました。

イ　内水面生態系の保全・修復技術の開発
（資料12）

　　本課題では内水面における重要魚種の生
理・生態的特性の把握等や漁場環境や漁業
資源の保全・回復に繋がる技術を開発し，
漁業資源や河川管理方策に資することを目
的としています。19年度は河川横断工作物
の建設による人為的インパクトの影響把握
と軽減手法の開発において，設置されたダ
ムの直下流域では河床の露盤化により渓流
魚等の生息密度等が減少するため，露盤化
防止には砂礫の流下促進・補給が必要なこ
と等を明らかにしました。陸封性サケ科魚
類の資源動態の解析と資源管理・増殖技術
の開発において，イワナにおいて過剰に種
苗放流が行われた場合，天然魚，放流魚共
に成長率が低下すること，天然魚と放流魚
の優劣関係は両者の体の大きさによって変
化すること等を明らかにしました。

ウ　外来生物や有毒・有害生物等の影響評
価・発生予察・被害防止技術の高度化（資

料13，14）

　　本課題では大型クラゲ，有害赤潮種，貝
毒原因プランクトン及びノロウィルス等の
外来生物や有害生物等について，生態系へ
の影響評価手法や発生予察技術等を開発す
ることにより，漁業被害の低減や安全な水
産物の生産体制の確立等へ貢献することを
目的としています。19年度は，大型クラゲ
について発生や出現過程の情報をもとに大
量発生の早期予測を行うとともに，ミズク
ラゲポリプの繊毛虫類に対する捕食能等生
理生態的特性の解明を進めました。有害・
有毒プランクトンについては，赤潮原因種
コクロディニウム・ポリクリコイデスの発
生機構や集団遺伝学的解析による輸送機構
の解明を進めるとともに，下痢性貝毒原因
プランクトン9種の毒組成を明らかにしま
した。遺伝子組み換え水生生物について
は，遺伝子組換えアマゴ個体の作出を行う
など実験材料を整備しました。ノロウイル
スについては，簡便・迅速な海水中ウイル
スのモニタリング手法の開発や発生予測に
必要な指標の抽出を行いました。カワウに
ついては，採食場所の把握，個体群の実態
把握，個体群の基礎モデルの構築等管理技
術の開発に必要な基礎データ等を取得しま
した。その他，ウイルス学的視点からの赤
潮動態予測技術の開発の課題において優れ
た成果を得ました。

エ　生態系における有害物質等の動態解明と
影響評価手法の高度化

　　本課題では有害物質等が水産生物や海洋
生態系へ及ぼす影響を解明し，リスク評価
等を通して安全な水産物の安定供給へ貢献
することを目的としています。19年度は流
出油の毒性成分である多環芳香族化合物の
底質における蓄積機構等について，人工底
質における安定性と海水中濃度との関係を
明らかにしました。また，有機スズ化合物
が魚類の生殖内分泌系に及ぼす影響を明ら
かにし，分子生物学的手法により海産魚に
対する推定無影響濃度を算出しました。複
数の有害化学物質が海産生物に及ぼす総合
影響評価法の開発においては，海水からの
化学物質の抽出法並びに急性毒性試験法を
確立し海水の汚染状況の数値化が可能なこ
とを把握しました。
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図1．一般化加法モデル（GAM）を用い，AICによるモデル選択によって
選ばれたスケトウダラ日本海北部系群の加入量予測モデル。

　　　目的変数：加入量（2歳魚），説明変数：親魚量，檜山海域（主産卵
場）における1～3月の表面水温，艫作崎沖（青森県）における3月
の対馬暖流の北上流量。

研究の背景・目的
•スケトウダラは，我が国漁業における重要資源で

すが，低水準・減少傾向にあり，適切な資源管理
が望まれています。

•これら魚種はTACによる管理が実施されていま
すが，その基礎となるABCの推定精度向上が求
められています。そのために，新規加入量の早期
把握を目的としたモニタリング手法を開発しま
す。

研究成果
•スケトウダラ太平洋系群の加入量を把握するため

に，主産卵場である噴火湾周辺における仔稚魚の
調査（4月），東北以北の太平洋岸海域における
現存量調査（6～7月）を実施しました。また，
日本海北部系群についても，北海道西岸における
現存量調査（5月）を開始し，新規加入量の把握
を行いました。

•太平洋側の調査で得られた若齢魚の豊度と加入量
との相関は高く，加入量把握を目的とした調査の
有効性が示されました。

•一般化加法モデル（GAM）を用いて，日本海北
部系群の加入量と環境要因や親魚量の関係を調べ
ました。その結果，日本海北部系群の加入量に
は，産卵場付近の水温，対馬暖流の北上流量及び
親魚量が影響を及ぼしている可能性が示唆されま
した（図1）。

波及効果
•本研究課題成果の活用により，スケトウダラの加

入量早期把握が可能になり，資源変動に対するよ
り迅速な対応に道を拓きます。

•海洋環境の変動に対して，資源がどのように変化
するかをある程度予測することが可能になりま
す。

（資料1）

スケトウダラ等重要資源の加入量早期把握に基づく資源評価精度の向上
北海道区水産研究所　亜寒帯漁業資源部
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図1．青森県～山口県の日本海に優占的に分布する深海性バイ類（写真）と推定された日本海の
魚種別漁獲量（単位：トン）　 写真に付したカラーシンボルはグラフと対応する。

【3つの種類】
1．エゾボラモドキ；2．ツバイ
3．オオエッチュウバイ，カガバイ，
　　エッチュウバイ

研究の背景・目的
1．深海性バイ類は日本海固有水（水深200～300ｍ

以深）における重要な水産資源の一つですが，こ
れまで漁業による利用状況すら把握されておら
ず，それぞれの市場における種名も混乱していま
した。また，資源状態の悪化も危惧されていま
す。

2．漁業上利用されているバイ類の種分類を精査
し，確認された種の分布状況を調査するとともに
日本海における漁獲量を集約します。また，資源
管理・評価に欠かせない基礎的な生物特性を，そ
れぞれの種について調査します。

研究成果
1．青森県以南の日本海（200ｍ以深）では，形態

とDNAによって認識される3つの種群がきわめ
て優占的に分布していました。それぞれの種群に
ついて，妥当な種分類を考察しました（図1）。

2．青森県から山口県まで12府県の協力を受け，

2000～2006年の漁獲量を積算するとともに，各種
の分布状況等から日本海の魚種別漁獲量を推定し
ました（図1）。

3．種々の漁獲試験を実施し，ツバイ，オオエッチ
ュウバイ及びエッチュウバイの生物情報（雌雄別
の成長，性成熟サイズや成熟時期等）について，
多くの知見を得ました。

波及効果
1．分類，分布，漁獲量，生物情報等の知見が整

理・更新され，将来的な資源管理推進の基礎とな
ります。

2．隠岐島西方の日韓北部暫定水域では，韓国側に
よるかご網漁業が集中的に行われています。この
海域では，商品価値の高いオオエッチュウバイに
とっての好適水深（500～1,000m）下で，本種が
ほとんど認められませんでした。二国間協議の場
において，こうしたデータの集積が今後ますます
重要になります。

（資料2）

何がどれだけ漁獲されているのか：深海性バイ類の資源生物学研究
日本海区水産研究所　日本海漁業資源部

海区水産業研究部
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図1．沖合底びき網の漁獲物組成の経年変化
　　　（尻屋崎・岩手海区のかけまわしの例）

（上：全漁連　下：スケトウダラ，マダラ，スルメイ
カ，その他を除いた魚種）

図2．サメガレイのCPUE分布の季節変化（2005年）

図3．水深，季節によるキチジのHIS及びKの比較

研究の背景・目的
1．東北沖太平洋（以下東北海域）における底魚資

源の回復のため，漁業と資源変動の相互関係，生
物特性や環境収容力の変化を組み込んだ生態系モ
デルや資源評価手法の開発が必要です。

2．漁業実態や食性，栄養動態の把握により環境収
容力の変化を指標化し，資源解析に取り込んで対
象種の資源変動を環境変動と漁獲圧の変動により
表現する可能性を検証します。

研究成果
　東北海域における沖合底びき網漁業による漁獲物組
成等を比較した結果，金華山以北ではスケトウダラ，
スルメイカが漁獲の大半を占めていました。その他の
魚種では，1990年以前は，サメガレイ，キチジの割合
が大きくなっていましたが，1990年以降は減少しまし
た（図1）。
　サメガレイについては，CPUEの分布と成熟状態を
調べ，近年，2～4月に茨城県沖の水深500～1,000m
にのみ漁場が存在し，産卵親魚を極めて狭い海域で集
中的に漁獲している実態が明らかとなりました（図
2）。
　キチジの栄養状態を肝重量指数HSI及び肥満度Kの
季節，体長及び水深別の比較により検討しました。そ

の結果，東北海域では，比較的水深が浅い南部の方が
栄養状態は良く，水深が深くなるにつれて栄養状態が
悪くなる傾向が認められました。生息水深が深くなる
と，栄養価が低いクモヒトデ類の摂餌割合が高くなり
ます。近年は，資源量増加に伴って分布を広げた小型
魚が，水深の深い場所では栄養価が低いクモヒトデを
餌とせざるを得ないことで，栄養状態が悪化している
可能性が推測されました（図3）。

波及効果
1．漁業の経年的変遷と魚種組成，底魚群集の変化

などを把握することにより，現状に即した資源の
管理・回復措置を策定するための基礎資料が拡充
されます。

2．栄養状態の経年変化や海域差などから環境収容
力の変化の指標化が可能となり，漁業と資源変動
の相互関係や環境収容力の変化を組み込んだ生態
系モデルや資源評価手法の開発に役立ちます。

3．さらに，現在の環境収容力やその変化に応じた
最適な資源管理方策の策定が可能となります。

（資料3）

東北海域における主要底魚類の栄養動態等を指標とした環境収容力の把握
東北区水産研究所　八戸支所
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燧灘における安定同位体分析結果

カタクチイワシ，サワラの成長量を規定する要因

周防灘におけるEcopathモデル出力例

（資料4）

被捕食魚資源動態を考慮した高次捕食魚資源管理技術の開発
瀬戸内海区水産研究所　生産環境部

研究の背景・目的
1．現在のある魚種に対する漁獲制限，種苗放流等

の計画は，環境変動が考慮されていない単一魚種
に関する資源量推定・管理法に基づいて策定され
ています。

2．しかし，管理対象となる高次栄養段階の捕食生
物（サワラ等）は被捕食生物（カタクチイワシ
等）の加入量変動や生態系の変化に伴って変動す
ることが示唆されています。

3．対象海域の魚類生産構造の把握，捕食－被捕食
関係等の定量化をもとに，上記の変動要因を考慮
した適正資源量及び適正種苗放流数の算定が可能
な統合的管理手法の開発を目的とします。

研究成果
1．安定同位体分析によりモデル海域の燧灘におい

てカイアシ類－カタクチイワシ・コノシロ仔魚－
サワラ，タチウオなどで構成される栄養段階構造
が把握されました。

2．耳石解析と調査船調査で得たカイアシ類，カタ
クチイワシ，コノシロ仔魚分布量，水温データを
組み合わせて，カタクチイワシ及びサワラの成長
を規定する要因について解析しました。カタクチ
イワシの成長は餌料量，水温，自体重で，サワラ
の成長は水温，自体重に規定されていることが判
明しました。

3．1980年代の資料をもとにした周防灘のEcopath
モデルを試作しました。モデル作成作業において
甲殻類（小型エビ，シャコ，ガザミ等）の知見，
パラメータ等が魚類に比して少なく，今後の研究
進行上の重点ポイントであることが判明しまし
た。

波及効果
　捕食－被捕食生物の相互関係を考慮した加入量変動
予測や，ある魚種の漁獲制限，種苗放流等の資源管理
が他魚種の資源動向にどのように影響するかを見積る
ための基本ツ－ルになると期待されます。
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図3．ペルーからのアメアカの流通経路

図1．DNA分析で種
同定したアメア
カ稚仔の分布

図2．アメアカの冷凍すり身
から作ったカマボコ

研究の背景・目的
•日本で一番よく食べられている水産物はイカで

す。その需要を満たすため遠洋いか釣りでアメリ
カオオアカイカ（以下，アメアカ）が獲られてい
ます。

•しかし，アメアカは資源が豊富である一方，利用
用途が限られ原料価値が低いため水揚げ価格が安
く漁業経営は難しい状態です。

•そこで本種の原料価値を高め利用拡大を促すよう
な利用法を関連水産業界（漁業，加工流通業な
ど）に提言することを目的に，資源生物・漁業・
海洋環境・利用加工・流通経済などの研究分野が
横断的に連携した研究を展開しました。

研究成果
•漁業面での安定供給体制を確保するため，ペルー

水域内の海洋環境や資源状況に関する基礎的な情
報を収集しました。

•本種稚仔の出現から産卵ふ化場を推定するため，

形態では判別困難なふ化稚仔を迅速にDNA解析
して種判別する手法を開発し，本種の産卵場を特
定しました。

•利用拡大に向けて新規食品加工技術に取り組み，
色調の白さに優れた冷凍すり身の開発に成功しま
した（特許出願予定）。

•本種の主漁場であるペルーから我が国までの原料
や製品の流通経路を明らかにしました。

波及効果
•アメアカの産卵場が特定されるなど基礎データの

蓄積が進むことで，資源水準予測による資源・原
料の安定的供給の見通しが可能となり，アメアカ
の原料価値が高まります。

•魚が主体の既存のすり身原料に対して，アメアカ
や未利用のイカを用いた新たな代替原料が提示で
きます。

•複雑なアメアカ流通の実態を把握することで加工
業界が安定的に経営できることが期待されます。

（資料5）

アメリカオオアカイカの利用拡大に関する研究開発
遠洋水産研究所 外洋資源部，中央水産研究所 利用加工部・水産経済部・海洋データ解析センター・
水産遺伝子解析センター，開発調査センター，奄美栽培漁業センター　　　　　　　　　　　　　　　
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図3．精製飼料（左）及びサポニン添加飼料（右）を摂取した
ニジマスの腸管粘膜上皮（後者で消化空胞が肥大）。

図1．マダイのタウリン要求量（精製飼料）
　　　矢印が要求量（0.5％）に相当。　　

図2．マダイのタウリン要求量（魚粉削減飼料）
　　　タウリン1％の添加で成長が良好。　 　

図4．ニジマス用無魚粉飼料への胆汁塩添加効果　
　　　胆汁末の有効成分がタウロコール酸と判明。

研究の背景・目的
1．我が国は養魚用飼料の主原料である魚粉の供給

を南米等からの輸入に依存していますが，近年，
世界的に魚粉の供給が逼迫し，価格も高騰してい
ます。このため，飼料価格が上昇し，養殖経営が
圧迫されています。

2．魚粉に替わる飼料原料として，大豆油粕などの
農畜産副産物が注目されていますが，タウリン含
量やアミノ酸組成などの点で魚粉に劣るととも
に，原料によっては種々の生理阻害物質の影響が
懸念されています。

3．このため，魚粉代替原料に不足する栄養素の強
化や，生理阻害物質の影響を軽減することなどに
より，魚粉配合量を削減した低コスト飼料の開発
に取り組みます。

研究成果
1．マダイ稚魚を用いた研究結果から，カゼインを

主原料とする飼料にはタウリンが0.5％必要であ
ることがわかりました（図1）。一方，大豆油粕
などの配合により魚粉配合量を40％削減した飼料
にはタウリンが1％以上必要であると推定されま

した（図2）。これらのことから，大豆油粕など
魚粉代替原料にはタウリンの必要量を増加させる
因子が存在すると推察されました。

2．ニジマス幼魚を用いた研究結果から，カゼイン
を主原料とする飼料に大豆由来の種々の生理阻害
因子を添加したところ，大豆サポニンの添加によ
り，大豆油粕を給与した場合に類似した腸管上皮
粘膜の変性が見られました（図3）。一方，大豆
油粕を主原料とし，魚粉を全く配合しない飼料に
胆汁末及び胆汁塩の1種でタウリンとの抱合胆汁
塩であるタウロコール酸を添加したところ，腸管
や肝臓の組織変性が改善するとともに飼育成績も
向上しました（図4）。

波及効果
1．合成タウリンを飼料添加物として認可するため

の審議会にデータを提供しました。
2．タウリンの添加が必要な海水魚などにおける，

魚粉削減飼料への適正量のタウリンの配合に貢献
します。

3．原料由来の生理阻害物質の影響を低減した，魚
粉削減飼料の開発に貢献します。

（資料6）

持続的養殖生産に資する養魚用飼料の開発に関する研究
養殖研究所 生産システム部　　　　　
研究協力機関 東海大学，東京海洋大学
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写真1．トラフグの耳石に付けたALC標識図1．東海3県・南伊豆栽培漁業センター共同放流

表1．遠州灘ふぐ調理用加工組合での耳石採集

●伊勢湾が放流適地という試験結果を踏まえ，
 静岡・愛知・三重が共同放流，共同調査を実施
　 →静岡県では回収率が10倍に向上

●加工場の全面協力で8,259尾（7,500万円分）のトラフグの耳石採集に成功

●アスピレータ使用による吸い取り法の導入で耳石採集率が格段に向上‼

研究の背景・目的
　南伊豆栽培漁業センターでは，東海三県（静岡，愛
知，三重）の関係機関連携の核として，三重県の熊野
灘から静岡県の遠州灘を回遊範囲とするトラフグの伊
勢・三河湾系群を対象に，共同放流効果調査に取り組
んでいます。すでに共同放流調査により，本系群は伊
勢湾に放流適地があることが明らかとなり，事業レベ
ルで県の枠を超えて放流を実施する段階まで漕ぎ着け
ました（図1）。
　本年度，本課題ではトラフグを対象とし，資源培養
技術の重要要素である放流効果調査手法の高度化，効
率化を目的に研究開発を行いました。

研究成果
　漁業者，仲買人，加工業者及び，調理用フグの加工
場の全面協力を得て，集荷されたトラフグの耳石を効
率良く採集する体制を構築しました。放流種苗には耳

石にALC（色素：アリザリンコンプレクソン）で標
識してあるので（写真1），高価なトラフグでもサン
プルを買い取ることなく放流魚の識別が可能となりま
した。また，加工場での耳石の採取に医療用アスピレ
ーターを利用することで，人手によって耳石を掻き出
していた従来の方法に比べ，採取効率を約2倍に高め
ることができ（表1），調査手法の高度化が実現しま
した。

波及効果
　トラフグ放流を行っている他海域においても，集荷
される加工場がある場所では，本技術の直接の応用が
可能となり，放流効果調査の効率化，高度化が図れま
す。また，県を超えた連携調査，放流が，他魚種，他
地域で活発化することにより，広域種の栽培漁業の事
業化推進に貢献します。

（資料7）

重要魚種の資源培養技術の開発
南伊豆栽培漁業センター
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図1．遺伝的多様性に配慮した種苗生産・放流システムの概要。
　　　平成19年度までに数々の要素技術が確立。

研究の背景・目的
　高級なカレイ類であるマツカワとホシガレイは，絶
滅が危惧されるほど低位の資源状態となっており，栽
培漁業による資源の復元が強く望まれています。しか
し，こうした希少資源を健全に増やすには，放流によ
る直接的な資源の上積みに加えて，放流魚が親資源と
なって次世代を残していく必要があり，放流種苗の遺
伝的多様性が高く保たれていなければなりません。
　本プロジェクトでは，こうした希少資源の復元に向
け，遺伝的に多様な種苗を作る技術の開発と最適な放
流技術の確立を早急に達成するための研究を実施して
います。

研究成果
1．遺伝的に多様な種苗を作る技術

　　マイクロサテライトDNAマーカーによる遺伝
子型の解析技術を開発し，親魚の家系を分析して
最小血縁個体選抜交配法を用いた人工授精技術を
開発し，少ない親魚から遺伝的多様性の高い種苗
を生産する目途が立ちました。また，良質な卵の
獲得技術や精子の凍結保存技術など，種苗生産シ
ステムを効率化する新たな周辺技術も整ってきて
います（図1）。

2．最適な種苗放流技術

　　マツカワでは，放流した種苗の追跡調査と，資
源が激減する以前の漁獲状況などの聞き取り調査
により，幼魚，未成魚期の北海道沿岸域での分布
や成魚の沖合いへの移動と産卵回遊など，これま
で全くの謎であった生活史が浮き彫りになってき
ました。また，天然のホシガレイ稚魚の生息域の
環境や彼らが食べている餌料生物の情報から，放
流に適した海域の特徴が明らかになってきまし
た。

波及効果
　このプロジェクトで構築された種苗生産・放流技術
により，マツカワやホシガレイの資源が健全な形で回
復し，天然での再生産を通して安定的に漁獲される資
源になることが期待されます。また，こうした技術は
他の希少資源の回復措置を講ずる際にも応用可能と考
えられます。

（資料8）

遺伝的多様性に配慮したマツカワ，ホシガレイの種苗生産・放流技術の開発
プロジェクト研究推進リーダー　北海道区水産研究所　海区水産業研究部
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図2．凍結乾燥ワクチンの有効性
ワクチンで免疫後，実際に冷水病に人為感染させて20
日間観察し，各試験区の死亡率を対照区（ワクチンを
与えていない区，図では●）と比較しました。10倍希
釈ワクチン区（■）では効果は認められませんでした
が，無希釈（◆）または2倍希釈ワクチン（△）を与
えた区では，対照区より有意に（危険率5％）多くの
魚が生残しました。

図1．凍結乾燥ワクチンとその投与
ワクチンは保管や運搬に便利なように，凍結乾燥，濃
縮されており（写真左），使用直前に飼育水に溶かし
ます。約2gの濃縮ワクチンから750mlのワクチン液
（写真左）が作製出来ます。このワクチン液にアユを
5分間漬けて免疫します（この方法は，図2の2倍希
釈ワクチンに相当します）。この量のワクチン液で，
1.9gの稚魚ならば，最大100尾程度にワクチンを投与
出来ます。

研究の背景・目的
　内水面漁業で最も深刻な問題がアユの冷水病です。
ここ数年，アユの棲息水域の2割を超える水域で発生
し，平成15年度には推定被害額が6億円弱に達しまし
た。冷水病克服のために，本研究では，冷水病ワクチ
ンの作製方法を開発すると共に，有効性，魚に対する
安全性等を解明し，その結果に基づき，実用的なワク
チンの製造方法と使用方法を提案することを目的とし
ています。

研究成果
1．各種冷水病菌の性状を明らかにし，ワクチン作

製用株を強毒株PH-0424に決定しました。
2．新培地を使用した，凍結乾燥浸漬ワクチン（FD

ワクチン）の製造方法を決定しました。
3．人工アユ種苗にも湖産アユ種苗にも使用できる

投与方法を決定しました（図1）。
4．FDワクチンは，投与時の水温が15～25℃の範

囲で有効であり，少なくとも製造後1年間は有効
性が維持されました（図2）。

波及効果
1．成果を受けて，製造・販売承認申請に向けた冷

水病ワクチンの研究は，共同研究機関である製薬
メーカーが主導する試験に移行しました。

2．研究過程で開発された冷水病菌の遺伝子型の判
別法は，「アユ冷水病防疫に関する指針（平成20
年3月改訂版）」に反映されました。

（資料9）

アユ冷水病の実用的ワクチン開発
養殖研究所　病害防除部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
共同研究機関：神奈川県・滋賀県・広島県・シェリングプラウ・アニマルヘルス㈱
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研究の背景・目的
•瀬戸内海の漁業生産は低下の一途をたどっていま

すが，その原因として埋め立て等の海岸開発によ
り，藻場・干潟を含む“浅場”が減少してきたこ
とが挙げられています。

•瀬戸内海では，漁業生産を増やすために水産庁が
国土交通省と共同で“今後20年間で浅場修復
600ha”のスローガンを掲げ，浅場（干潟・藻場
を指す）の修復・再生に取り組んでおり，どこに
どれだけの藻場・干潟を再生するのかについて科
学的根拠が求められています。

研究成果
•藻場・干潟の水産上重要種の生活史完結型調査を

可能とするために，卵及び発生初期の幼生の種判

別法を当初計画の種だけでなく府県等の要望によ
り複数種で開発しました。

•藻場の生物生産機能を定量的に評価するための第
一歩として，水産対象となる魚類の空間分布と藻
場・干潟・（魚礁など）との関係をGISによる空
間解析によって明らかにしました。

波及効果
•水産生物の生活史に配慮した藻場・干潟の造成手

法について提言が可能となります。
•瀬戸内海での種苗放流の効率化や持続可能な漁業

を成立させるための藻場・干潟の適正な配置や面
積が求められ，具体的な政策立案が可能となりま
す。

（資料10）

藻場・干潟の生物群集の解明と生物育成機能評価手法の開発
瀬戸内海区水産研究所　生産環境部
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筑後川（左）及び白川（右）における懸濁物質負荷モニタリング結果（2007年4～10月）

研究の背景・目的
1．近年，東シナ海の大陸棚域や有明海では，流域

開発等に伴う河川からの栄養塩及び有機物負荷量
の増加や赤潮の頻発などの漁場環境の悪化，漁獲
量の低迷などが問題となっています。

2．東シナ海や有明海の大河川（長江，筑後川な
ど）からの物質負荷変動が，沿岸域生態系に及ぼ
す影響を明らかにし，沿岸漁場環境の保全に役立
てることを目的とします。

研究成果
1．流域に多くのダムや堰等を有する都市型河川で

ある筑後川（筑後大堰）と，運用中のダムがない
白川（子飼橋）で，懸濁物質負荷のモニタリング
を実施しました。筑後川では，平水時の懸濁粒子
の細粒化や懸濁粒子が出水時のみに集中的に負荷
される傾向の顕著化などが認められ，河川におけ
る人為的な流量管理が，海域への懸濁物質負荷実
態に影響を及ぼしていることがわかりました。

2．両河川の栄養塩濃度レベルには顕著な差は認め
られないにもかかわらず，筑後川では，春季～秋
季の平水時のクロロフィa 濃度がしばしば赤潮レ
ベルに達していました。両河川とも淡水産珪藻が

優占種となっていましたが，白川では，付着性や
底生性の種が主体であるのに対し，筑後川では浮
遊性の種が高密度に出現していました。これらの
結果から，ダム湖等の停水域で増殖した淡水産植
物プランクトンの流下が，海域に対する大きな有
機物負荷になっていることがわかりました。

3．既存データを用い，東シナ海大陸棚域表層にお
ける春季の植物プランクトン組成の解析を行いま
した。これまでは珪藻を主要な構成種とする春季
ブルームの盛期にあたると考えられてきた4月中
旬の大陸棚縁辺部の観測で，2000年代以降，珪藻
の出現密度低下や渦鞭毛藻類の優占などの事例が
出てきていることがわかりました。長江河口沖合
域では，近年，栄養塩組成比の変化や赤潮の頻
発，珪藻赤潮から渦鞭毛藻赤潮への遷移などが報
告されるようになってきており，大陸棚域の低次
生態系の変調に対しても注意が必要です。

波及効果
　我が国周辺海域における河川負荷物質量の評価及び
適正な制御を行うための重要な基礎データが得られ，
生態系モデルの開発や河川・陸域管理による沿岸漁場
環境保全手法の開発にも貢献します。

（資料11）

東シナ海域における陸起源物質負荷が生物環境に及ぼす影響の解明
西海区水産研究所　東シナ海海洋環境部
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写真2．露盤化対策のひとつ（堰堤のスリット化）

図2．露盤化による魚類の減少

写真1．河床の露盤化

図1．露盤化のメカニズム

研究の背景・目的
①　内水面漁業の主要漁場である河川では，利水・

治水や電源開発の目的でダム等の河川工作物が建
設され，それに伴う人為的インパクトが河川環境
を悪化させ，生態系の破壊や水産資源の減少を引
き起こしています。

②　内水面の遊漁者は年間のべ約一千万人にのぼ
り，多様な自然景観と豊かな水産資源を有する河
川を求めています。

③　河川工作物が河川漁場環境や水産資源に及ぼす
影響を軽減し，人間活動と生態系保全がバランス
良く保たれるような河川管理手法の開発を目的と
します。

研究成果
①　河床の露盤化のため（写真1，図1），魚類，

底生生物，藻類ともに生息密度や現存量が減少す
ることが明らかになりました（図2）。

②　露盤化への対処方法として，ダムの透過化（ス
リット化，写真2）による砂礫の流下促進と，流
下した砂礫を捕捉（トラップ）する河床上の構造
が必要であると考えられ，いくつかの工法の提案
とそれらの長所・短所の整理を行いました。

波及効果
①　国土交通省（北陸地方整備局神通川水系砂防事

務所）への協力により，堰堤・ダムへの魚道付設
の代替え施設となる，渓流魚の人工産卵河川造成
技術に関するパンフレットとマニュアルをそれぞ
れ1種ずつ作成し，関係機関（水産，河川管理，
森林管理等）に配布しました。

②　露盤化が水産に及ぼす負の影響について，周知
することで国交省も露盤河床の復元研究事業の開
始を検討しています。

（資料12）

河川工作物の建設に伴う人為的インパクトが河川魚類生息環境に及ぼす
影響の把握とその軽減手法の開発

中央水産研究所　内水面研究部
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図1．有害赤潮藻ヘテロカプサの健常細胞（左）及びウイルス
感染細胞（右）の蛍光染色像。ウイルス感染による正常
核の喪失が明瞭に観察できる。バーは10μm。

図2．テレオラクス属，ミリオネクタ属，及びディノフィ
シス属の関係性を示す概念図。

図3．テレオラクス属に感染するウイルスTavのネガティ
ブ染色像。粒径は約0.2μm。

研究の背景・目的
1．有害・有毒プランクトンによる赤潮・貝毒への

具体的な対応策が求められています。
2．発生した赤潮の終息時期に関する予測情報を提

供するための技術を開発します。
3．新たに単離した有害藻類感染性ウイルスの性状

を明らかにし，その応用の方向性を検討します。

研究成果
1．有害赤潮藻ヘテロカプサの個体群中の異常核保

持細胞の割合を測定することで，赤潮の活性度，
ひいては終息時期を推定できる可能性を指摘しま
した。

2．世界初のクリプト藻（テレオラクス属）感染性
ウイルスTaVの単離に成功し，その基本的な性状
を明らかにしました。

3．テレオラクス属を捕食し葉緑体を盗み利用する

繊毛虫ミリオネクタ属の増殖阻害（貝肉着色防
止），及びミリオネクタ属の捕食を介してテレオ
ラクス属の葉緑体を利用する渦鞭毛藻ディノフィ
シス属の増殖阻害（下痢性貝毒軽減）を視野に入
れた特許出願を行いました（特願2008-037662）。

波及効果
•ヘテロカプサ赤潮発生域の漁業組合からは，養殖

筏の移動の是非を判断する上で赤潮終息時期の予
測情報の提供を強く希望するとの意見が寄せられ
ており，構築しようとする水産支援技術の価値は
高いと考えられます。

•水産業上の深刻な問題である下痢性貝毒に関する
微生物学的被害軽減技術の提案は世界初の事例で
あり，きわめて斬新な貝毒対策のアイデアとして
評価されます。

（資料13）

ウイルス学的視点からの赤潮動態予測技術の開発
瀬戸内海区水産研究所　赤潮環境部
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図1．6月16日時点での大型クラゲ
出現確認状況

図2．6月16日時点での大型クラゲ出現情報をもとに対馬周辺への到達予想。6月30日
頃には黄海に出現した集団が到達と予測

図3．エコー反応による調査結果（左）と実際の出現状況（右）

研究の背景・目的
1．近年，日本沿岸域での大型クラゲ大量出現が頻

出するようなり，漁業被害が継続しています。大
型クラゲの東シナ海での分布様式，海流等を考え
ると，発生源水域は東シナ海，黄海の中国，韓国
沿岸である可能性が高いことが分かってきまし
た。これらのことから，中国，韓国の協力を得な
がら，原因究明，発生予察，防除技術の開発が急
務となっています。

2．大型クラゲの発生源及びそれに隣接する水域に
おいて中国・韓国と連携した国際枠組の中で国際
共同調査，国際シンポジウム，発生源の特定と発
生・出現過程の解明を通して，大型クラゲの早期
対策技術を高度化するとともに，得られた知見や
技術の普及を図ることを目的としています。

研究成果
1．東シナ海での最初の発見は，5月下旬の韓国調

査船によるに韓国済州島南西海域での小型個体で
した。6月には，日本による調査でも，水産庁調
査船照洋丸による東シナ海中央部での発見，下関
～青島フェリー調査による黄海，東シナ海での発
見が相次ぎました（図1）。これらの情報をもと
に，対馬周辺海域への出現予測をおこない，プレ
スリリースを行いました。先頭集団の到達はほぼ
予測通りでした（図2）。

2．計量魚群探知機により短パルスを比較的速い間
隔で発信することにより，大型クラゲのエコー反
応を得ることが可能であり，ライントランセクト
調査により分布状況や現存量が推定できる事が確
認でき，大型クラゲの分布密度の計測が可能とな
りました（図3）。

波及効果
　日本沿岸域での大型クラゲ出現予測が可能となり，
漁業被害防止への早期対策が可能となります。

（資料14）

大型クラゲ発生源水域における国際共同調査
西海区水産研究所　東シナ海海洋環境部，中央水産研究所　海洋生産部， 　
日本海区水産研究所　日本海海洋環境部，水産工学研究所　漁業生産工学部
共同研究機関：水産大学校，広島大学，山形大学，長崎大学， 　　　　　　

中国水産科学研究院，韓国水産科学院　　　　　　　　　　
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　　本課題では生活習慣病の改善機能や免疫機
能の向上が期待されるアミノ酸や糖類等を水
産廃棄物等の価値の低い水産物から生産する
ことを目的としています。これまでの研究
で，色落ちノリには強いビフィズス菌増殖促
進物質（プレバイオティクス）であるグリセ
ロールガラクシドが大量に含まれていること
を明らかにし，抽出方法を特許出願したこと
を受けて，19年度は利用実用化を目指した製
造方法の検討・生理機能評価・安全性試験等
を実施しました。ホタテ貝の加工廃棄物から
抽出されたアミノ酸に，皮膚細胞増殖促進作
用・紫外線吸収作用・抗酸化作用の機能が認
められることを確認しました。その他，凍
結・解凍過程の解明による魚肉品質制御技術
の開発の課題において優れた成果を得まし
た。

エ　安全・安心な水産物供給技術の開発（資料
17）

　　本課題では安全で安心な水産物を供給する
ため，水産物の名称・原産地の適正な表示を
確保する技術を開発することを目的としてい
ます。19年度はノリについて，微量元素分析
を用いた国産と韓国産の判別，品種特性を評
価・推定する技術を開発しました。さらに，
水産加工品の原料魚を特定するため，マア
ジ，マサバ等主要魚種のミトコンドリア
DNA全塩基配列を決定し，判別技術の高度
化に対応する知見を蓄積するなど順調に進捗
しました。その他，下痢性貝毒ペクテノトキ
シン6の精製と毒性評価の課題において優れ
た成果を得ました。

⑵　水産業の健全な発展と安全・安心な水産物供

給のための研究開発

ア　水産業の経営安定に関する研究開発と効率
的漁業生産技術の開発（資料15）

　　本課題では原料や製品の安定的な需給関係
構築のための条件を解明し，水産加工業の育
成施策や経営安定化を図ることを目的として
います。19年度は経営安定に関する研究開発
で加工範囲が広いイカ類加工業等を対象とし
た産業構造分析を実施し，国内イカ加工業の
競争力の源泉や育成強化に必要な経済的条件
等を明らかにしました。効率的漁業生産技術
の開発では，漁業実態に即した省エネルギー
型漁船を提案するため，波浪中の船体抵抗計
算モデルを開発しました。その他，漁業経営
支援のための漁場形成予測情報システムの構
築の課題において優れた成果を得ました。

イ　生産地域の活性化のための水産業の生産基
盤整備技術の開発

　　本課題では生産地域の活性化のための水産
業の生産基盤整備技術の開発を目的としてい
ます。19年度は深海における人工魚礁の設
計・施工技術の向上を図るため，キンメダイ
を主な対象種とした漁場地形と蝟集場所に関
するデータや流速等の海洋環境を収集し，生
息適地条件の抽出等を行いました。大水深域
に適した鋼製高層魚礁の模型を用いて，流体
力の測定及び波浪中安定性試験を実施し，既
存の設計手法の改良点を把握するなど，大水
深域の生産基盤整備技術の研究開発は順調に
進捗しました。

ウ　水産物の機能特性の解明と高度利用技術の
開発（資料16）
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図1．スルメイカの分布予想図（2008年5月20日における1カ月先の予測分布図）
　　 http://jsnfri.fra.affrc.go.jp/shigen/kaikyo2/

研究の背景・目的
1．日本海の重要資源であるスルメイカ，ブリ，マ

アジは，近年概ね良好な資源水準を維持していま
すが，価格が伸び悩んでいます。さらに近年，燃
油が高騰し，操業経費が増大することによって漁
業者の経営を圧迫しています。

2．スルメイカ，ブリ，マアジの漁場形成は海洋環
境，特に水温と深く関係しています。そのため，
水温分布の予測技術を用いることで漁場の形成位
置を予測することが可能になります。

3．本研究課題では，日本海を対象に漁場位置を予
測し，予測情報を漁業関係者に提供することで，
効率的な操業計画の策定を支援し，漁業経営を支
援することを目指しています。

研究成果
1．スルメイカの試験操業結果データベース（分布

密度と水温の関係）と，日本海の表面及び水深
50mの水温分布を用いてスルメイカの分布密度を

定量的（尾数／km2），且つ大きさ別に推定する
ことが出来ました。推定結果では，春の日本沿岸
域での魚群の北上や，秋の韓国沿岸域での南下状
況が再現できました。

2．日本海海況予測システム（JADE）と連携する
ことで，1カ月先までのスルメイカの分布予測が
可能になりました。

3．予測結果は，地理情報システム（GIS）を用い
た画像情報としてインターネットを通じて見るこ
とが出来ます（図1）。

波及効果
1．これまで情報が不足・欠如していた韓国・北朝

鮮及びロシア海域におけるスルメイカの分布状況
も予測可能となり，沖合漁船の漁場探索の省力
化，加工業者の原料調達計画の策定に役立つこと
が期待されます。今後，マアジ，ブリへの適用も
試みていきます。

（資料15）

漁業経営支援のための漁場形成予測情報システムの構築
～日本海を対象として～

日本海区水産研究所　日本海漁業資源部
日本海海洋環境部



─ 32 ─

研究の背景・目的
　冷凍技術の発達により，高鮮度を維持した凍結が可
能となりました。高鮮度凍結肉に含まれる大量の
ATPはタンパク質の冷凍変性を抑制する作用があり，
凍結魚肉の高品質維持に寄与します。しかし，解凍方
法が適切でなければ，高ATP含量肉は解凍時に解凍
硬直を起こし，大量のドリップの流出，肉の硬化と変
形（いわゆるちぢれ）による品質劣化を生じる場合が
あり，特にマグロやクジラなどの高品質凍結製品の商
品価値を低下させることから問題となっています。
　そこで，本研究ではマグロ肉を用いて，高鮮度魚肉
の凍結・解凍過程における肉質等の科学的な変化を把
握し，適切な凍結，解凍条件を検討するとともに，ク
ジラ肉にも本条件が応用可能かどうかについて検討し
ました。

研究成果
　漁獲時に活きた状態で漁獲され超低温凍結された，
ATP含量の高い高品質マグロ肉を用い，完全解凍す
る前の緩やかな温度処理（－10℃付近）条件下で生じ
る生化学的変化を利用して，解凍時の解凍硬直を防止
できるかどうかについて検討しました。
　モデル的に調製した－3～－15℃の範囲で凍結マグ

ロ肉の2cm立方ブロックを解凍前に－3～－15℃の
温度帯で0～720時間保管し，その後急速解凍を行っ
たときのちぢれの発生，色調，ATP，pHの変化につ
いて調べました。その結果，解凍前に－5～－10℃で
保管温度処理することによって解凍硬直に関与する成
分が消失し，ちぢれのない解凍肉が得られました。今
後，解凍後の色調の変化への影響，流通サイズでの条
件を検討することにより，解凍硬直を起こさずに高品
質マグロを解凍できる方法を開発できる見通しが得ら
れました。
　また，本結果に基づき，高品質凍結クジラ肉におい
ても同様に検討したところ，解凍前に－3℃で3～7
日間保管を行うことにより，解凍硬直を抑制し，食味
の良好なクジラ解凍肉が得られることがわかり，本条
件（解凍技術）の他魚種への応用の可能性が見出され
ました（特願2007-320735）。

波及効果
　解凍直前まで高ATP含量の状態で貯蔵可能で，高
品質の解凍マグロ，クジラ肉が得られ，高品質のマグ
ロ，クジラ肉の流通が可能となるとともに消費拡大に
つながります。

（資料16）

凍結・解凍過程の解明による魚肉品質制御技術の開発
中央水産研究所　利用加工部
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図１．ペクテノトキシン6を経口投与したマウス腸管の重
量％（マウス体重比）。下痢原性が見られる場合は， 
顕著な腸管重量の増加が見られる。

図2．

研究の背景・目的
1．近年，下痢性貝毒ペクテノトキシン（PTX）

2の毒性評価が各国で行われており，経口投与で
はPTX2には下痢原性がないことが明らかにな
り，下痢性貝毒の規制対象から除外する方向で国
際的な議論が進んでいます。

2．下痢性貝毒PTX6は，わが国のホタテガイ
（Patinopecten yessoensis）の主要毒であり，有毒
プランクトンが生産するPTX2のホタテガイ代
謝物です。海外の二枚貝からはPTX6が検出さ
れた例がなく，PTX6はわが国のホタテガイ固
有の毒です。

3．PTX6の経口毒性については明らかにされて
いないため，本研究ではPTX6をホタテガイか
ら大量に精製し，マウスやラットを用いた病理学
的毒性検査や吸収動態実験により，その経口毒性
を評価しました。

研究成果
1．PTX6を6.1mg精製し，H-NMRやMSスペク

トルの解析により，毒性評価試験に利用できる高
純度であることを確認しました。

2．海洋生物毒としては極端な高濃度といえる

2-7mg/kgb.w.のPTX6をマウス及びラットに経
口投与して毒性の有無を調べましたが，病理学的
な観察では顕著な毒性は確認されませんでした。

3．PTX6は経口投与では下痢原性を示さないこ
とが明らかになりました（図1）。

4．マウスにPTX6と下痢性貝毒オカダ酸を同時
投与して，下痢原性の発現におけるPTX6の相
乗作用を調べました。その結果，PTX6の相乗
作用は確認されませんでした。

5．PTX6は腹腔内投与では強い肝臓毒性を示し
ました（図2）。しかし，経口投与ではPTX6は
体内には吸収されないため，リスクは極めて低い
ことが明らかになりました。

6． 以 上 の 成 果 は 国 際 学 術 雑 誌（Toxicon 56, 
707-716, 2008）に発表されました。

波及効果
1．PTX6には下痢原性がないことが明らかにな

り，国際的な動向に対応し，PTX6を下痢性貝
毒の規制対象外とするための科学的データを得た
ことにより，将来の規制改正に向けて基盤を整え
ることができました。

（資料17）

下痢性貝毒ペクテノトキシン6の精製と毒性評価
東北区水産研究所　海区水産業研究部　　　　　
共同研究機関：千葉大学 真菌医学研究センター
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⑶　研究開発の基盤となる基礎的・先導的研究開

発及びモニタリング等

ア　基盤となる基礎的・先導的研究開発（資料
18，19）

　　本課題では海洋環境と資源変動との関係把
握，海況予測モデル開発や地球温暖化影響評
価，水産ゲノムや海藻等のバイオマス資源化
等の基盤技術開発を目的としています。19年
度は日本海東部地域における対馬暖流の鉛直
構造と変動特性を解析し，季節により鉛直構
造が変化すること，50m以浅の上層だけでな
く100m以深の流れも大きな変動を示すこと
等を明らかにしました。海洋バイオマス資源
化に関しては，これまで廃棄物処分されてい
た水産加工残渣やヒトデ等を未利用水産資源
として有効利用する技術開発が計画通り進捗
し，19年度はヒトデ類からの有用成分抽出条
件，海藻類のエタノール発酵等の条件及び発
酵産物からのメタン，エタノールの生成量等
について明らかにする等の成果を得ました。
また，水産生物の鳴音を利用した超広域対象
識別手法の開発の課題及び環境変動に伴う海
洋生物大発生の予測・制御技術の開発の課題
において優れた成果を得ました。その他の研
究開発についても，計画通りもしくはそれ以
上の進捗でした。

イ　地域活性化のための手法の開発及び多面的
機能の評価・活用技術の高度化（資料20）

　　本課題では地域特性を活かした地域活性化
手法と多面的機能評価手法の開発を目的とし
ています。19年度は地域特産品としてのカタ
クチイワシの処理加工技術の改良において，
魚体処理やスリミ作成等に必要な魚体整列装
置を試作するとともに，頭揃え部分について
特許を申請し，原料鮮度等の改良方法につい
ても特許申請が見込まれる成果を得ました。
水産業や漁村の持つ多面的な機能について
は，漁業関係者や行政機関等からの聞き取り
調査等を通じ，広島湾西部海域においては適
切な場所に干潟を造成することによりアサリ

資源再生の可能性があること，ノリ養殖等の
衰退によりアサリ漁業への依存度が高まって
いること等を明らかにしました。その他，中
山間アユ漁場の地域貢献機能に関する評価技
術の開発の課題において優れた成果を得まし
た。

ウ　主要水産資源の調査及び海洋環境等のモニ
タリング（資料21）

　　本課題では長期モニタリングによる海洋生
態系データベースの構築，放流効果の実証や
国際資源調査研究を目的としています。19年
度は，海洋生態系データベースの構築に関し
ては，地球温暖化に伴い日本周辺海域を産卵
場とするいわし類やサンマなどの多獲性魚類
資源への影響等が懸念されており，岩手県尾
崎沖定線の1920年代～2001年までの連続デー
タを解析し，三陸沖の表層水温の長期変化を
把握しました。我が国周辺水域における水産
資源データに関して，19年度は我が国周辺の
重要魚種75種86系群についての資源評価を行
い，資源評価情報説明会等を通じて広報に努
め，まぐろ漁業に関しては24万件のデータを
精査し，電子ファイル化等を実施しました。

エ　遺伝資源等の収集・評価・保存
　　本課題では産業上重要な水産生物遺伝資源

の特性調査・長期保存と配布を目的としてい
ます。19年度は，産業上重要な海藻類や社会
的にも影響力の大きい病原菌や食中毒細菌類
等は水研センターにしか存在しないものもあ
り，研究素材としての配布要請に応じて23点
の配布を行いました。

オ　さけ類及びます類のふ化及び放流
　本課題ではさけます類の持続的な個体群維持

と資源状況把握を目的としています。さけま
す類のふ化放流の持続的な個体群維持につい
ては，毎年度，水産資源保護法（昭和26年法
律第313号）に基づくふ化放流等を実施する
ことになっています。19年度は，全ての幼稚
魚に耳石温度標識を施し数値目標通りの放流
を実施しました。
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図1．イシモチとホウボウの声には明瞭な違いがありまし
た。イシモチは短い音波が断続するパルス音で，ホ
ウボウは連続音でした。両種とも底魚で魚群探知機
では見えにくく，鳴音による種判別が効果的と予想
されます。

図2．国内外との共同研究により，本課題で開発された観
察技術がまずアジアと欧州の鯨類で実用化され始め
ました。その成果は，J. Acoust. Soc. Am., J. Exp. 
Biol., Biology Letter, Deep-Sea Research Ⅱ, 
Fisheries Scienceなどの国際誌に掲載されました。

研究の背景・目的
1．我が国のような多くの魚種がいる海での漁獲可

能量算定には，的確な対象識別が必要です。
2．漁業活動による偏差を受けない中立的な資源観

察手法が求められています。
　　これらを実現するため，水の中で鳴く生物資源

に着目し，その声を受信することで種判別や存在
確認，個体数推定を行います。資源管理精度を高
め，水産業を持続的に発展させることに寄与しま
す。

研究成果
　自動ステレオ式水中音記録装置を整備によって，イ
シモチなど多くの水産有用種の音声データを収集しま
した（図1）。さらに，雑音低減及び判別ソフトウェ

アを開発しました。また，揚子江の絶滅危惧種である
ヨウスコウカワイルカをはじめ，世界各国との共同研
究により，水生生物の声を利用した音響観察を進めま
した（図2）。

波及効果
1．最先端の計量魚群探知機でも難しい，海中の生

物種の判別を容易に低コストで行うことが出来る
ようになります。

2．計測の無人化により超広域での自動資源観測が
可能になります。
Hot Topic：2008年3月に揚子江で，貨物船をプラ

ットフォームに使用した小型鯨類の自動観測を試
み，上海～武漢間1,100kmにわたる広域観察が極
めて低コストで実現できることを確認しました。

（資料18）

水産生物の鳴音を利用した超広域対象識別手法の開発
水産工学研究所　水産情報工学部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
共同研究機関：長崎大学，長崎県，中国科学院 水生生物研究所，NMFS（NOAA），　　

南デンマーク大学，プーケット 海洋生物研究所，東京大学，京都大学，
インド工科大学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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図1．北緯32度の海面高度偏差の経度・時間変化。中央部
から東部太平洋で発生した変化が4，5年遅れて日
本近海に到達している。

図2．3月の混合層深度とマイワシ死亡係数の相関関係

図3．モデルで再現されたマイワシ回遊経路。生まれた年
の7月の例。赤い点がマイワシを，背景の灰色は流
れを示している。

研究の背景・目的
1．地球規模の海洋環境変動は，魚種交代と呼ばれ

る浮魚類の大規模な個体数変動を引き起こすた
め，安定的な漁業経営の障害となっています。

2．魚種交替を予測する技術を開発することによ
り，漁業資源を持続的に利用する手法の開発を目
的としています。

研究成果
1．太平洋東部から中央部で気象変化によって海洋

物理構造が変化すると，その影響が日本近海に数
年遅れて伝わり，海洋物理環境や生態系に様々な
影響を与えることが明らかになりました。

2．黒潮続流域とその北方の常磐沖の海域で，冬の
表層の混合が弱くなると，仔稚魚の餌となる動物

（資料19）

環境変動に伴う海洋生物大発生の予測・制御技術の開発
（魚種交替の予測・利用技術の開発）
東北区水産研究所 混合域海洋環境部　　　　　　　　　　　　　　　　　
共同研究機関：中央水産研究所，遠洋水産研究所，北海道大学，東北大学，

東京大学大学院，東京大学海洋研究所，九州大学， 　　　　
　（独）海洋研究開発機構 地球環境フロンティア研究センター　

プランクトンが減少し，マイワシ死亡率が増加す
ることが明らかになりました。

3．マイワシの成長と産卵・索餌回遊を，数値モデ
ルによって世界で初めて再現することに成功しま
した。

波及効果
1．日本近海の海洋環境変動が，数年前の気象現象

と関係することが明らかになったため，その影響
を受けて変化する浮魚資源の変化を予測する技術
の開発につながると期待されます。

2．マイワシ等浮魚類の成長・回遊モデルは，魚種
交代だけではなく，地球温暖化による浮魚類の変
化など，魚類資源の変動予測基盤技術として発展
させることが可能です。
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図1．アユが摂餌していた石（a）と摂餌されていない
川底の石（b）

図2．アユの生息密度と藻類量の関係。人工河川にアユ
を放流してから2週間目の藻類量を示す。

図3．アユに対するイメージについてのアンケート調査
結果。北海道及び沖縄を除く1000名を対象にアン
ケートした結果を示す。

表１．アユのいる環境に対する評価額。
北海道及び沖縄を除く1000名を対
象に，家賃の差が月額いくらまで
なら家賃が高くともアユのいる川
の近くに住宅を選ぶかアンケート
調査した結果を示す。

研究の背景・目的
1．中山間地域の多くの河川では，海からのアユ稚

魚の遡上がダムにより阻害されるため，内水面漁
業協同組合の行う有償の種苗放流により，アユの
生息が辛うじて維持されています。

2．アユのいる日本本来の河川生態系は，漁業や遊
漁を通し，中山間地域の地場産業に経済波及効果
をもたらし，地域文化の共有にも力を発揮してき
ました。しかし，それらアユのもたらす恩恵の社
会的価値は評価されていません。

3．本課題は，アユのいる河川生態系が持つ客観的
な価値を提示するため，アユのもたらす様々な恩
恵を明らかにし，その経済価値を評価する手法を
開発することを目的としています。

研究成果
1．アユが生息する川では，川底に生える藻類の大

増殖が摂餌により抑制されるため（図1），良好
な河川景観が維持されます。川底を綺麗に保つそ
の効果は，アユの生息密度が4尾/m2 程度でほぼ
最大に達することを飼育実験から明らかにしまし
た（図2）。それにより，国民の期待する清澄な
川の景観を維持するためには，どの程度のアユが
生息していれば良いのか予測できるようになりま
した。

2．アンケート調査の結果，国民のアユへの嗜好は
高く，清澄な川に生息しているイメージを持って
いることが分かりました（図3）。また，アユが
身近な川に棲んでいるという生活環境に対する評
価額を調査した結果，年間の環境価値は一人当た
り平均約6万円と試算されました（表1）。

波及効果
•アユが地域にもたらす恩恵の経済価値を提示でき

るようになりました。さらに総合的な経済評価を
行うことにより，アユ漁場を維持することに対す
る客観的な判断基準を提示できるものと期待され
ます。

（資料20）

中山間アユ漁場の地域貢献機能に関する評価技術の開発
中央水産研究所　内水面研究部

水産経済部　
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図2．釜石尾崎沖定線の表層水温の長期変化

図3．魚海況情報のデータベース化

図1．1920年代から観測が継続されている定線

研究の背景・目的
1．大型クラゲ等の大量出現の原因究明や地球温暖

化等の環境変化と多獲性魚類の資源変動との関係
を調べることが現在急務の課題となっています。
そのためには，海洋環境調査及び水産資源調査の
長期間にわたり整備されたデータベースを構築す
る必要があります。

2．日本の水産海洋調査は100年を超える歴史を持
ち，全国の水産業関係試験研究機関により数多く
の海洋環境と水産生物に関する調査データが継続
的に取得されています。我々はこれらを活用し，
海洋環境変動と水産資源変動との関係を解析し，
20世紀に進行した地球温暖化による海洋環境の変
動とその水産生物への影響の実態を把握する責務
があります。

研究成果
1．1910年代以降の海洋観測データを収集・整理

し，定線毎に分類してデータベース化を行いまし
た（図1）。

化が重なっているようです。

（資料21）

水産海洋データベースの構築による
20世紀の日本周辺海域の海洋環境と水産資源の変動の把握

中央水産研究所　海洋生産部・資源評価部
遠洋水産研究所　業務推進部　　　　　　
連携機関：（独）科学技術振興機構　　　　　

　　岩手県尾崎沖定線の1920年代から2001年までの
連続データを解析し，三陸沖の表層水温の長期変
化を調べた事例を示します（図2）。冬季に水温
が上昇傾向にある一方で，春季に水温が下降傾向
にあります。観測海域は親潮第1分枝の南端部の
平均位置に当たり，亜表層の春季の低温化には親
潮南下の長期変化の影響がうかがえます。三陸沖
は，地球温暖化と親潮の南下による局所的な低温

2．地球温暖化の影響評価・適応策の検討資料とな
るように，1983年以降に，日本周辺海域で収集さ
れた特異現象に関する情報を編集し，データベー
スを作成し，閲覧・キーワード検索ができるよう
にしました（図3）。

波及効果
　地球温暖化の進行に伴う，今後の日本周辺海域の海
洋生態系の変動をより正確に予測するための貴重な基
盤的な情報となります。
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加工セミナーを2回開催したほか，五島まぐ
ろセミナーを開催しました。

•2種類の刊行物を企画し，叢書として刊行す
ることを決定したほか，小・中学生向けの

「水産資源の研究開発」を編集し，発刊しま
した（表10，11）。

•さかなと森の観察園の「おさかな情報館」に
は，海とさかな自由研究・作品コンクールで
の受賞作品を展示するなど，子どもの関心を
高める展示を工夫しています。さけの里ふれ
あい広場とともに広報展示施設を充実させ，
センター活動の広報を図っています。

　⑶　成果の公表と広報

•学術誌等で369編の論文（査読有り，共著含
む）を公表しました（2．資料⑴論文一覧参
照）。公表した論文は，日本水産学会論文
賞，日高論文賞等を受賞するなど，優れたも
のが多く，これまでの研究業績に関しては日
本農学進歩賞，日本魚病学会賞，日本水産工
学会賞等多数の名誉ある賞を受賞しました

（表12）。
•広報誌・ニューズレター・研究報告・技術報

告・栽培技研・事業報告書等の印刷物を順調
に発行しているほか，ＨＰ，メールマガジン
等のネットワーク情報ツールを用いた情報発
信も行いました。

•小学校から高校まで水産業や水産研究に関す
る出前講義を実施した他，栽培漁業センター
を中心に中学生などの職場体験に協力してい
ます。また，さけますセンターでは高校生向
け合宿科学学習プログラム「サイエンスキャ
ンプ」を実施し，青少年の育成活動に努めて
います。

　⑷　知的財産権等の取得と利活用の促進

•センター知的財産ポリシーに従って，特許等
として保全する必要がある研究開発成果等を
19件出願しました（表13）。出願した特許等
はホームページによって情報開示すると共
に，TLO（技術移転機関）を活用して民間
への利活用を図りました。

3　行政との連携

•水産庁の行政施策に応えるため企画提案し，27
件の委託事業を受けました。そのうち，「我が
国周辺水域資源調査推進委託事業」では，都道
府県試験研究機関を含む調査体制を構築し，精
度の高い資源調査の実施及び資源管理に必要な
的確な資源評価を行うとともに，関係者へ資源
管理上の指導・助言，資源状況に関する情報提
供を行ったほか，「大型クラゲ発生源水域にお
ける国際共同調査」や「ノリ色落ち対策技術開
発」等，水産行政施策の推進に対応しました。

•農林水産省の行政施策に応じ，3件の委託事業
を受けました。そのうち，「貝毒安全対策事業」
では，二枚貝の毒化原因種の危険性を詳細に把
握し，有毒プランクトンの基礎的知見を整理し
たほか，「魚類防疫技術対策事業」等におい
て，消費・安全行政施策の推進に対応しまし
た。

•水産庁の調査船開洋丸・照洋丸の資源調査航海
に研究者を派遣し，調査に参加するとともに，
大型クラゲ各種委員会，IWC（国際捕鯨委員
会），ICCAT（大西洋マグロ類保存国際委員会）
等国際交渉等にも積極的に対応し，水産政策の
立案及び推進において，科学技術的側面から助
言，提言を行いました。

4　成果の公表，普及・利活用の促進

　⑴　国民との双方向コミュニケーションの確保

•外部への説明窓口を明確にし，本部広報と各
研究所とが連携して取材対応ができる体制と
しました。

•定期的な広報誌等の発行のみならず，各イベ
ント時などに積極的にセンターの研究内容等
を展示・説明するとともに，朝日新聞社等が
主催する「海とさかな」自由研究・作品コン
クールの後援などを通じ，センターが行う研
究や水産全般に関する理解が深まるように努
めました。また来場者アンケートや広報誌の
読者アンケートを実施し，センターの知名度
やセンターの研究開発に対する要望などの把
握に努めました。

•動物実験については，4研究所でセンター動
物実験規程に則って適正に実施しました。

　⑵　成果の利活用の促進

•現場への成果の普及促進及び現場の意見等を
研究開発の企画立案に資するため，地域水産
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書　　　名 執筆者 発行年月 出版社（価格） 執筆ページ数／
全ページ数

【刊行図書※2】

農林水産・研究開発シリーズ
水産資源の研究開発

飯田貴次
浦和茂彦
大村裕治
岡﨑惠美子
小倉未基
桑田　博
小松幸生
斉藤宏和
澤田浩一
鈴木重則
中田　薫

H19. 4 ㈱草土文化（2,100円） 48 

【単行本】

レジーム・シフト－気候変動と生物資源管理－ 齊藤宏明 H19.10 成山堂書店（4,410円） 11 ／ 260 

海洋プランクトン生態学 齊藤宏明 H20. 3 成山堂書店（3,570円） 19 ／ 356 

張　成年
鈴木伸明
村上恵祐

H19.12 東海大学出版会（3,675円）

15 ／ 296

星野浩一
猿渡敏郎 12 ／ 296

泳ぐＤＮＡ 正岡哲治
小林敬典 29 ／ 296

鈴木　徹
橋本寿史
有瀧真人
宇治　督

22 ／ 296

天然イワナを増やしたい！「幻の魚」を守り，育
て，利用する新しい方法 中村智幸 H19.12 フライの雑誌社（1,200円） 199 ／ 199

磯焼け対策シリーズ2「磯焼けを起こすウニ  －生
態・利用から藻場回復まで－」

伊藤祐子
H20. 3 成山堂書店（4,620円）

5 ／ 296

鵜沼辰哉 6 ／ 296 

理科年表平成20年度版 山口峰生：
分担執筆 H19.11 丸善（ポケット版1,400円，

机上版2,600円） 6 ／ 1060 

やんばるの清流
－リュウキュウアユが棲める川づくり－

岡慎一郎：
分担執筆

H19. 9 シナノ印刷社（1,700円）
6 ／ 300

加藤雅也：
分担執筆 5 ／ 300

Macrobenthos as biological indicators to assess 
the influence of aquaculture on Japanese coastal 
environments（Ecological and Genetic 
Implications of Aquaculture Activities）

横山　壽
西村昭史
井上美佐

H19.10 Springer Netherlands 17 ／ 545

執筆者の下線は水研センター職員
※1　水産大百科事典、水産学シリーズ等、論文執筆数に含まれるものは除く
※2　水研センターが企画・立案した刊行図書（中期計画に定められた刊行図書）

　表10　刊行物※1
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　表11　研究成果等のパンフレットやホームページ等での公表

　1）水産資源分野

項　　目 内　　　容

広報パンフレット

•わが国周辺の水産資源の現状を知るために（平成19年度版：平成20年3月）
•豊かな海の恵みをいつまでも。
　我が国周辺水域の漁業資源量調査，底魚資源量調査（平成19年度版：平成20年3月）
•漁業資源の持続的な利用を目指して（平成20年3月）

ホームページ

•平成19年度我が国周辺水域の漁業資源評価（詳細版）（更新）
•平成19年度我が国周辺水域の漁業資源評価（要約版）（更新）
•沿岸沖合漁業漁況海況予報（更新）
•ＡＢＣ算定のための基本規則（ルール）（更新）
•研究成果情報（更新）
•「国際漁業資源の現況」（更新）
•「国際漁業資源の現況（要約版）」（更新）
•「国際漁業資源の現況（詳細版）」（更新）

報告書

•「我が国周辺水域の漁業資源評価」
　（TAC対象種資源評価ダイジェスト版：平成19年12月）
•「我が国周辺水域の漁業資源評価」
　（魚種別系群別資源評価・詳細版・第1～3分冊＋CD：平成20年3月）
•「我が国周辺水域の漁業資源評価」（平成19年度版ビジュアル版：平成20年3月）
•国際漁業資源の現況（19年度版：平成20年3月）（CD－ROM）

シンポジウム •「資源管理・生態系管理に関する勉強会」
　平成20年3月12日：西海区水産研究所（長崎県長崎市）

　2）水産工学分野

項　　目 内　　　容

シンポジウム

•「水産業システム化研究ワークショップ」平成20年1月18日：南青山会館（東京都港区）
•「漁業用音響探査機器の開発の現状とニーズ」
　平成20年1月17日：銚子商工会館大ホール（千葉県銚子市）
•「沿岸漁場ネットワーク強化に向けての新たな課題　－藻場を基点として－」
　平成19年12月10日：南青山会館（東京都港区）

　3）増養殖分野

項　　目 内　　　容

シンポジウム
•「平成19年度魚病症例研究会」
　平成19年11月26日・27日：いせ市民活動センター（三重県伊勢市）
•「クエ・マハタ種苗生産研究会」平成19年11月20日：伊勢シティホテル（三重県伊勢市）

　4）漁場環境分野

項　　目 内　　　容

ホームページ •「石西礁湖における造礁サンゴ白化緊急調査報告」平成19年8月
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　表12　学会賞等

学　会　名 受　賞　名 課　　題　　名 氏　名 受賞年月日

日本農学会 第6回日本農学進歩賞 国際漁場における漁業資源の管理技術
向上にむけた生態学的研究 米田道夫 H19.11.26

水産学進歩賞
有害赤潮プランクトン感染性ウイルス
に関する生理・生態及び分子生物学的
研究

長﨑慶三

H20. 3.29

水産学奨励賞 大型甲殻類漁業における雄選択的漁獲
が個体群に与える影響 佐藤　琢

日本水産学会 水産学技術賞 異体類における形態異常の発現機序解
明とその防除技術の開発 有瀧真人

論文賞

瀬戸内海東部海域におけるサワラの種
苗放流効果 山崎英樹

Improvement o f  larva l  rear ing 
technique for mass seed production of 
snow crab Chionoecetes opilio

小金隆之

Cel lu lose digest ion by common 
Japanese freshwater clam Corbicula 
japonica

東畑　顕
山下倫明

日本水産増殖学会 奨励賞 ワムシ培養技術開発に関する功績 小磯雅彦 2007年度

日本魚病学会
日本魚病学会賞 海産魚介類のウイルス病に関する一連

の研究 井上　潔 H19.10. 9

日本魚病学会研究奨励賞 海産魚介類の感染症に関する病原生物
学的研究 前野幸男 H19.10. 9

水産海洋学会 論文賞

Environmental  determinants of  
growth rates for larval Japanese 
anchovy Engraulis japonicus in 
different waters

髙須賀明典 H20. 3.26

日本水産工学会 日本水産工学会賞 沿岸域の漁場水理に関する総合的研究 武内智行 H19. 5.19

日本生態学会 第12回日本生態学会
宮地賞

生息場所の分断化がイワナ（サケ科魚
類）の個体群に与える効果 森田健太郎 H20. 3. 6

日本海洋学会 日高論文賞
Structure of the Tsushima Warm 
Current in the northeastern Japan 
Sea.

渡邊達郎
加藤　修
山田東也

H20. 3.28

日仏海洋学会 日仏海洋学会論文賞 仙台湾石巻沖で採取した底泥中ダイオ
キシン類の堆積速度 奥村　裕 H19. 6. 9
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名　　　　称 職務発明
認定年月日 出願番号 出願日  出願人

（共同出願人）
持分比率の
内訳（％）

【国内】

1 魚礁用ブロック H18.10.24 特願2007-101253 H19. 4. 9 水産総合研究センター
日本コーケン㈱

50
50

2 アマモ場造成方法 H19. 3.19 特願2007-103487 H19. 4.11 水産総合研究センター 100

3 水中探知装置 H19. 4.27 特願2007-107560 H19. 4.16
水産総合研究センター
古野電気㈱
東北学院大学

1/3
1/3
1/3

4 抗酸化剤，ならびにこれを
含む食品，薬品及び化粧料 H19. 4.20 特願2007-106913 H19. 4.16

水産総合研究センター
サニーヘルス㈱
長崎大学

25
50
25

5
ヒドロキシルラジカル消去
剤，ならびにこれを含む食
品，薬品及び化粧料

H19. 4.20 特願2007-121174 H19. 5. 1
水産総合研究センター
サニーヘルス㈱
長崎大学

25
50
25

6
藻類用ケイ酸成分供給剤，
及び藻類へのケイ酸成分供
給方法

H19. 4.24 特願2007-144004 H19. 5.30 水産総合研究センター
富士シリシア化学㈱

50
50

7 片口鰯の搬送処理装置 H19. 5.28 特願2007-148723 H19. 6. 5 水産総合研究センター
東洋水産機械㈱

30
70

8 水圏生物の軟体部からの極
性脂質画分の回収方法 H19. 2.16 特願2007-186502 H19. 7.18 水産総合研究センター

日本油脂㈱
50
50

9 共通DNA断片の検出方法 H19. 5.28 特願2007-196641 H19. 7.27
水産総合研究センター
日本ソフトウェアマネジメント
国立遺伝学研究所

33
34
33

10 藻類酵素処理液上澄を含む
水産生物用飼料 H19. 9. 4 特願2007-246958 H19. 9.25

水産総合研究センター
オリエンタル酵母工業
三重大学

30
30
40

11 サンゴ増養殖用構造物 H19. 8.21 特願2007-248903 H19. 9.26
水産総合研究センター
㈱ダイクレ
原田哲男

1/3
1/3
1/3

12
リン酸化CDC48抗体及びそ
れを用いる　
リン酸化シグナル測定法

H19. 8.13 特願2007-295602 H19.11.14 水産総合研究センター 100

13 水の浄化方法とその方法に
用いる泡沫分離装置 H19.10.31 特願2007-314248 H19.12. 5 水産総合研究センター

㈲栄和商事
70
30

14 冷凍クジラ肉の解凍方法 H19.10.16 特願2007-320735 H19.12.12 水産総合研究センター
共同船舶㈱

50
50

15 水生生物の卵質の遺伝子診
断法 H19.12.12 特願2007-334860 H19.12.26 水産総合研究センター 100

16
ｎ－１，ｎ－４系及び／又
はｎ－７不飽和脂肪酸類を
含む脂質及びその製造方法

H19.11.19 特願2008-043099 H20. 2.25 水産総合研究センター 100

17 二枚貝浮遊幼生飼育方法及
びその飼育装置 H20. 2.12 特願2008-046964 H20. 2.28

水産総合研究センター
長崎県
田崎真珠㈱

20
40
40

18 食用不快部位を含む水産原
料からの食肉製造方法 H20. 2. 4 特願2008-086201 H20. 3.28

水産総合研究センター
静岡県
東海大学

20
60
20

【国外】

1
藻類用ケイ酸成分供給剤，
及び藻類へのケイ酸成分供
給方法

H19. 4.24 PCT/JP2007/
61018 H19. 5.30 水産総合研究センター

富士シリシア化学㈱
50
50

実用新案権（国内），意匠権（国内），商標（国内）の出願はありません。

　表13　特許等出願状況
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5　専門分野を活かしたその他の社会貢献

　⑴　分析及び鑑定

•専門的な知識や技術を活かして分析・鑑定の
依頼には積極的に対応し，188件の分析・鑑
定を実施しました（表14）。

　⑵　講習，研修等

•諸機関を対象として，資源管理，魚病診断，
栽培漁業技術，ふ化放流技術等の講習会や研
修会を57回開催し，技術情報の速やかな提供
を行いました（表15）。

•センターが持つ高度な学術，技術を普及する
ため各種講習会等への講師派遣依頼には積
極的に対応し，本年度は延べ302名の職員を
派遣しました（表16）。

•地方公共団体，大学，民間等，国内外からの
研修生を積極的に受け入れました（表17）。

　⑶　国際機関，学会等への協力

•FAO（国際食糧農業機関），SEAFDEC（東
南アジア漁業開発センター），NPAFC（北
太平洋遡河性魚類委員会）等へ職員を引き続
き派遣し，諸会議への参加や専門家の海外派
遣など積極的に対応しました（表18）。

•国際的研究活動を推進するため，国際共同研
究，国際ワークショップ・シンポジウムを合
わせて14件実施し，国際学会・集会等にも職
員を派遣し，国際交流，人材育成に努めまし
た。

•PICES（北太平洋海洋科学機構），UJNR（天
然資源の開発利用に関する日米会議）等に職
員を派遣し，国際会議の活動に積極的に貢献
しました。

•水産庁からの委託を受け大型クラゲに関する
国際共同調査を関係国と連携して実施し，成
果は国際ワークショップを開催して公表し
ました。

•日本水産学会等に研究成果を報告するととも
に，シンポジウム等の運営に協力する等，学
会等の諸活動について積極的に貢献しまし
た。平成20年度に横浜で開催予定の第5回世
界水産学会議を共催し，サテライトシンポジ
ウムの開催等，積極的に準備を進めました。

　⑷　各種委員会等

•国等が主催するアサリ資源全国協議会等の各
種委員会の委員等への就任・出席依頼に積

極的に対応し，本年度は，延べ474名を派遣
しました（表19）。

⑸　水産に関する総合的研究開発機関としてのイ

ニシアティブの発揮

•研究開発コーディネーター等による地域の情
報収集をもとに，地域での連携を目指したほ
か，プロジェクト研究の成果や研究の開始に
ついて積極的にプレス発表を行うなど，水産
に関する総合的研究機関としてのイニシアテ
ィブの発揮に努めました。

•海洋環境モニタリング情報等を収集し，その
結果等について各種データベースを構築し，
内容の改善・充実を図りホームページで迅速
に外部に提供することにより，データの効率
的利用を促進しました。

•FAO（国連食糧農業機関）等の国連機関を
中心に，11国際機関と45カ国が参加している
水産関係の世界的文献情報システムである，
ASFIS（Aquatic Sciences and Fisheries 
Information System）の我が国のナショナル
センターとして，他機関の協力を得つつ我が
国水産関係文献情報750件をASFA（Aquatic 
Sciences and Fisheries Abstracts）データベ
ースに登録しました。また，9月にケニヤで
開催されたASFＡ諮問会議に1名を派遣し，
データ入力等に関する協議に参画するととも
に，3月に国内協力機関で構成するASFA推
進会議を開催し，データベース運営協力につ
いて協議を行いました。

•地方公共団体，民間等との連携を強化するた
め，6つのブロック及び2つの共通分野の研
究開発推進会議と6つの専門特別部会を開催
し，研究情報の共有，研究ニーズの把握，農
林水産省の事業等へ共同提案課題の検討等を
行いました。

⑹　「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による

生物の多様性の確保に関する法律」（カルタヘ

ナ法）への対応

•法律に基づく立ち入り検査等の農林水産大臣
からの指示はありませんでしたが，環境省か
ら水産庁を通じ遺伝子組換え体が疑われる魚
について検査の要請があり，これに協力しま
した。また，遺伝子組換え魚介類検査室を整
備し，国際基準に耐える高度な検査施設を整
備しました。
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　表14　分析及び鑑定

担当機関 分　析　・　鑑　定　等 依　　頼　　元 依頼
件数

北海道区水産研究所
スケトウダラに寄生した寄生虫の鑑定 水産加工業者 1

スケトウダラの腸管の鑑定 水産加工業者 1

東北区水産研究所

エッソトキシンの分析 東北大学生命科学研究科 2

魚類の種査定 市民（１），食品会社（１） 2

海藻種の同定 会社 1

貝類の種査定 市民 1

下痢性・脂溶性貝毒の分析

北海道立函館水産試験場 2

青森県環境保健センター及び青森県水産総合研
究センター増養殖研究所 2

岩手県水産技術センター 2

ペクテノトキシンの分析 スペインInstituto Español de Oceanografia 
Centro Oceanográfico de Vigo 1

エッソトキシンの分析 ㈶冷凍食品検査協会 1

新規ペクテノトキシンの分析 ニュージーランド AgResearch Ruakura 
Research Center 1

中央水産研究所
WFP向け拠出缶詰原料魚の放射能検査 日本水産缶詰輸出水産業組合 1

遺伝子組換え魚の鑑定 環境省 3

遠洋水産研究所 沖縄県八重瀬町に漂着した不明生物のDNA
解析 海洋博覧会記念公園管理財団（美ら海水族館） 1

瀬戸内海区水産研究所

赤潮プランクトン同定

高知県水産試験場 1

鳥取県栽培漁業センター 1

島根県水産課 1

熊本県水産研究センター 3

瀬戸内海の魚類の同定

柳井魚市場 13

中國新聞社・テレビ新広島等報道機関 4

釣り画報社（雑誌社） 1

山口県漁協・田布施支店 2

瀬戸内海のクラゲの同定 広島県・くば漁協 1

アサリ蓄養槽内のアンモニア分析 濱本水産㈱ 1

サワラ資源回復計画における管理効果の評
価等 水産庁瀬戸内海漁業調整事務所 3

ヒオウギガイ麻痺性貝毒成分解析 和歌山県農林水産総合技術センター 1

西海区水産研究所

水産加工品に付着した線状物質の鑑定 横浜冷凍株式会社長崎営業所 1

巻貝類の同定について 長崎市保健所 1

魚類の奇形の確認依頼 壱岐市保健環境部 1

サンゴ様物質の鑑定 長崎県水産部漁業取締室 1

KHV病確定診断（226検体） 21県 95

その他の不明病診断 15県 24

クルマエビPAV検査（260検体） 山口県水産研究センター 1

養殖研究所
カサゴVNN検査（3検体） 大分県農林水産研究センター水産試験場 1

カワハギVNN（10検体） 大分県農林水産研究センター水産試験場 1

ヒラスズキVNN（5検体） 大分県農林水産研究センター水産試験場 1

マハタVNN（49検体） 大分県農林水産研究センター水産試験場 1

シマアジVNN（28検体） 宮崎県水産振興協会 1
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担当機関 分　析　・　鑑　定　等 依　　頼　　元 依頼
件数

養殖研究所
ヒラメVNN（10検体） 宮崎県水産振興協会 1

遺伝子組換え体と疑われるゼブラフィッシ
ュの検討（6検体） 環境省 1

水産工学研究所 船舶事件に係る鑑定 鹿児島海上保安部 1

奄美栽培漁業センター
クロマグロ受精卵のDNA分析 近畿大学奄美実験場 1

疾病検査 ㈱拓洋 1

合　　　　計 188

主催研究所等名 講　習　会　等　名 開催年月日

北海道区水産研究所
おさかなセミナーくしろ2007 H19. 8.31

平成19年度北海道ブロック資源管理研修会 H20. 2.28

東北区水産研究所

海況解析技術に係わる研修会 H19. 5.23～24

平成19年度貝毒分析研修会 H19.10.15～18

平成19年度さけますふ化放流技術者講習会（宮城県仙台市） H19. 8. 6

平成19年度さけますふ化放流技術者講習会（岩手県宮古市） H19. 9.21

平成19年度さけますふ化放流技術者講習会（宮城県登米市） H19.10.23

平成19年度さけますふ化放流技術者講習会（青森県むつ市） H19.11.14

中央水産研究所

水産経済研究連絡会第2回研修会 H19. 9. 6

資源管理研修会（初級） H20. 2.21

第10回地域水産加工技術セミナー H19. 6.13

第11回地域水産加工技術セミナー H19.11.16

サケ科魚類の生物学に関する講義（宇都宮大農学部生を対象） H19. 5.24

サケ科魚類の一生に関する講義（小学生対象） H19. 5.28

長野県上田地域に生息する魚についての講義
（地元小学校教諭を対象） H19. 5.29

サケ科魚類の一生に関する講義（小学生対象） H19. 6.14

陸封性サケ科魚類の増養殖に関する講義
（漁協組合員を対象） H19.10.15

日本海区水産研究所

ふ化場技術者講習会（新潟県新潟市） H19. 9. 3

ふ化場技術者講習会（秋田県秋田市） H19. 9.12

ふ化場技術者講習会（富山県富山市） H19.10. 9

ふ化場技術者講習会（石川県白山市） H19.10.23

ふ化場技術者講習会（山形県酒田市） H19.10.30

シンポジウム「対馬暖流域における海洋環境と漁業資源の中
長期的変動」 H19.11. 9

シンポジウム「有明海における貧酸素水塊の発生と対応」 H19. 6.30

平成19年度全国ノリ研究会 H19. 9.14

イルカと鯨の生態シンポジウム H19.10.20

西海区水産研究所 一般公開「来て，見て，感じる　海の不思議」サイエンスカフェ H19.10.21

「日中韓水産研究者シンポジウム2007・長崎」 H19.11. 2

シンポジウム「本邦西方域における基幹漁業の現状と今後」 H19.11.19

第1回「有明海におけるカキ等貝類増養殖の多面的機能と将
来展望に関する学習会」 H20. 1.11

　表15　講習会・研修会
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主催研究所等名 講　習　会　等　名 開催年月日

西海区水産研究所

沖縄県の水産資源の回復に関する勉強会 H20. 1.12

第1回ノリ種別技術講習会 H20. 2.21

第2回「有明海におけるカキ等貝類増養殖の多面的機能と将
来展望に関する学習会」 H20. 3.23

亜熱帯域における漁業資源・増養殖に関する勉強会 H19.10.23

沖縄県の水産資源の回復を目指して H20. 1.29

養殖研究所

KHV病診断技術認定テスト H19. 4. 9～20

KHV病診断技術常習会（講義・実習） H19. 5.14～15

アユ冷水病原因菌検出PCR技術精度管理テスト H19. 5.21～30

種苗生産現場の魚病防疫対策技術指導 H19. 8. 2～4

第1回VNN診断技術研修会 H19. 8. 7～8

魚類の硬骨-軟骨二重染色標本作成技術指導 H19. 8.26～11. 9

OIEリファレンスラボラトリーKHV診断技術研修 H19.10. 9～12

第2回VNN診断技術研修会 H19.10.11～12

特定疾病レッドマウス病の診断技術指導 H19.11.28

水産工学研究所 第21回波崎海洋研究施設研究成果報告会
※（独）港湾空港技術研究所と共催 H19.10.23

さけますセンター

ふ化放流技術者研修会（帯広地区） H19. 7.24

ふ化放流技術者研修会（渡島地区） H19. 7.26

ふ化放流技術者研修会（天塩地区） H19. 8.21

ふ化放流技術者研修会（千歳地区） H20. 1.23

ふ化放流技術者研修会（根室地区） H20. 2.26

ふ化放流技術者研修会（北見地区） H20. 2.28

宮古栽培漁業センター 栽培漁業技術研修（市場調査を中心とした放流効果解析手法
に関する実技研修） H19.10.10～13

南伊豆栽培漁業センター 栽培漁業技術研修（トラフグ親魚の養成及び成熟コントロー
ル手法、人工授精の講義・実習） H19. 4.10～12

能登島栽培漁業センター
栽培漁業技術研修（ワムシ培養技術研修） H19. 9.10～14

栽培漁業技術研修（ワムシ培養技術研修） H19.11.26～30

小浜栽培漁業センター 栽培漁業技術研修（ヒラメの親魚養成における疾病管理） H19.11.14～15

屋島栽培漁業センター 栽培漁業技術研修（サワラ種苗生産技術に関する実技研修） H19. 5.24～25
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研究所等
主　　催　　者

合　計
国 地方公共団体 漁業関係団体 大　学 小中高 独　法 その他

北海道区水産研究所 1 　 　 　 1

東北区水産研究所 　 2 4 1  2 1 10

中央水産研究所 1 6 8 5 2 2 18 42

日本海区水産研究所  1 10  3 14

遠洋水産研究所  2 1 8 11

瀬戸内海区水産研究所  4   10 14 28

西海区水産研究所 2 4 5 1 1     13

養殖研究所 2 3 1  1 11 18

水産工学研究所 16 　 　 1 17

さけますセンター 1 51  2 4 58

開発調査センター 3  6   3 12

栽培漁業センター  30 8  24 3 9 74

本　部 　 　 1 　 1 2 4

合　　計 8 53 111 7 40 9 74 302

　表16　講師派遣（人数）

研究所等 依頼
研究員

連携
大学院

日本学術振興会
外国人
招へい
研究者

重点研
究支援
協力員

研　　修　　生

合　計外国人
招へい
研究者

特別
研究員

外国人
特　別
研究員

大学院
・学部

国・県
水試等 民　間 JICA

等
共同
研究

イン
ターン

北海道区
水産研究所 2 1  　 1 5 9 

東北区
水産研究所 　 　 1   　 2 3 

中央
水産研究所  2  2  1 7  2 11 25 

日本海区
水産研究所 　 　 7 　 　  7 

遠洋
水産研究所 　 　  1  1 3 7 1 4 17 

瀬戸内海区
水産研究所  　 1 2  2 2  3 29  2 41 

西海区
水産研究所 1  2  　 28 2 33 

養殖研究所 3 2  1  　 　 3 2 11 

水産
工学研究所 2 3 　 　 1 22 28 

さけます
センター 　 　  4 4 

開発調査
センター 　 　 　 　 0 

栽培漁業
センター 1 　  20 　 33 17 16 87 

本　部  0 

合　　計 7 7 1 5 2 12 0 6 27 6 105 21 66 265 

　表17　研修生等の受け入れ（人数）
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研究所等 海外派遣
海　　外　　出　　張

合　計
アジア 北　米 中南米 オセアニア ヨーロッパ アフリカ

北海道区水産研究所 5 9 1 2 1 18

東北区水産研究所  3 15 1 8 27

中央水産研究所 6 14 15 3 1 12 1 52

日本海区水産研究所 32 2 1 35

遠洋水産研究所  15 35 9 24 14 1 98

瀬戸内海区水産研究所 3 5 4  2 14

西海区水産研究所 5 13 3  1 22

養殖研究所 1 9 12 1 7 30

水産工学研究所  15 5  2 9 1 32

さけますセンター  2 8 2 12

開発調査センター  2 2

栽培漁業センター 1 1  2

本　部  15 2 2 19

合　　計 15 129 111 13 31 60 4 363

　表18　海外派遣等（人数）

研究所等
依　　頼　　元

合　計
国 地方公共

団体
他の独立
行政法人

漁業関係
団体 民　間 学　会 大　学 その他

北海道区水産研究所 1 4 3 1 4 1 3 17

東北区水産研究所 11 5 2 4 3 4 2 12 43

中央水産研究所 11 16 4 17 21  3 4 76

日本海区水産研究所 4 7  5 6 22

遠洋水産研究所 1 1 7  1 1 11

瀬戸内海区水産研究所 11 6 5 2 19   8 51

西海区水産研究所 5 15  4 16 1 2 3 46

養殖研究所 6 12 4 2 22  1 3 50

水産工学研究所 7 18 4 46 8 1 2 86

さけますセンター 5 1 8 14

開発調査センター 4 4

栽培漁業センター  8  1 10  4 23

本　部 5  1 12 12 1 31

合　　計 67 92 20 60 170 13 12 40 474

　表19　委員派遣（人数）
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第3　予算（人件費の見積もりを含む。），収
支計画及び資金計画（決算）

決算概要

•収入は，施設整備費補助金の額の確定による減
（5億38百万円），政府受託収入の減（1億52百
万円），人件費等の前年度からの繰越による増

（4億47百万円）等により，合計で予算額に対
して決算額が3億13百万円の減となりました。

•支出は，施設整備費の支出減（5億38百万円），
政府受託経費の支出減（1億52百万円），予定
よりも退職者が少なかったこと等による人件費
の支出減（3億16百万円）等により，合計で予
算額に対して決算額が12億30百万円の減となり
ました。

1　経費（一般管理費及び業務経費）節減に係る取

り組み

•運営費交付金を充当して行う事業については，
一般管理費対前年度比3％，業務経費対前年度
比1％，統合に伴う減額等の削減した予算を基
に，管理経費は前年度に対する削減率を目標に
立てて削減し，事業費は研究課題の採択方式に
よる査定により一層の精査を実施しました。

　　その結果，執行においては，光熱水料等管理
経費の節減や研究機器の有効活用等により，試
験研究・技術開発勘定においては，一般管理費
対前年度比89.9％，業務経費対前年度比99.3％
となりました。海洋水産資源開発勘定において
は，新たにさんま棒受網調査の実施や継続調査
での調査期間の周年化等により，一般管理費対
前年度比109.2％，業務経費対前年度比111.9％
となりました。

•人件費については，「行政改革の重要方針（平

成17年12月24日閣議決定）」を踏まえ，業務及
び組織の合理化，効率化を推進することによ
り，最終年度となる平成22年度に平成17年度人
件費から5％以上の確実な削減に向けて計画的
に取り組んでおりますが，平成19年度について
は，国家公務員の給与構造改革に準じた給与改
定を行った結果，事業所の所在する地域，職員
の職種構成等の事由により，対前年度比（退職
金等を除く）101.2％となりました。平成20年
度以降は定年退職者に対する新規採用抑制によ
り確実な削減を達成する予定です。

•随意契約により実施している業務については，
内部規程を改定し，随意契約の限度額及び契約
に係る情報の公表の基準を国の基準額まで引き
下げ，一般競争入札の範囲を拡大するととも
に，随意契約実施内容をホームページで公表す
る等適切な対応を行いました。

2　施設整備計画

•第2期中期計画中の施設整備５カ年計画に基づ
き，中央水産研究所における遺伝子組み換え魚
介類検査室新設工事を含め，本年度整備計画9
案件中7案件は計画通りに完工しました。2案
件については，施工開始後に岩盤の露出等の原
因により工事が遅延したため，平成20年度完工
となりました。

3　重要な財産を譲渡し，又は担保に供しようとす

るときは，その計画

•独立行政法人整理合理化計画に基づき中型船一
隻（探海丸）について，主務大臣の認可を受け
平成20年3月に売却し，除籍しました。
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区　　分
センター全体 試験研究・技術開発勘定 海洋水産資源開発勘定

予算額
（円）

決算額
（円）

差　額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差　額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差　額
（円）

収入

　運営費交付金 17,503,000,000 17,502,312,000 ▲ 688,000 14,670,000,000 14,669,285,000 ▲ 715,000 2,833,000,000 2,833,027,000 27,000

　施設整備費補助金 1,582,000,000 1,044,413,840 ▲ 537,586,160 1,582,000,000 1,044,413,840 ▲ 537,586,160 － － －

　受託収入 4,886,000,000 4,734,499,238 ▲ 151,500,762 4,886,000,000 4,734,499,238 ▲ 151,500,762 － － －

　諸収入 2,333,000,000 2,263,571,283 ▲ 69,428,717 15,000,000 50,786,486 35,786,486 2,318,000,000 2,212,784,797 ▲ 105,215,203

　前年度からの繰越 － 446,632,048 446,632,048 － 446,632,048 446,632,048 － － －

計 26,304,000,000 25,991,428,409 ▲ 312,571,591 21,153,000,000 20,945,616,612 ▲ 207,383,388 5,151,000,000 5,045,811,797 ▲ 105,188,203

支出

　一般管理費 1,064,000,000 494,381,052 569,618,948 944,000,000 418,123,572 525,876,428 120,000,000 76,257,480 43,742,520

　業務経費 9,030,000,000 9,344,802,812 ▲ 314,802,812 4,295,000,000 4,721,978,271 ▲ 426,978,271 4,735,000,000 4,622,824,541 112,175,459

　　研究開発等経費 4,295,000,000 4,721,978,271 ▲ 426,978,271 4,295,000,000 4,721,978,271 ▲ 426,978,271 － － －

　　開発調査経費 4,735,000,000 4,622,824,541 112,175,459 － － － 4,735,000,000 4,622,824,541 112,175,459

　施設整備費 1,582,000,000 1,044,413,840 537,586,160 1,582,000,000 1,044,413,840 537,586,160 － － －

　受託経費 4,886,000,000 4,734,499,238 151,500,762 4,886,000,000 4,734,499,238 151,500,762 － － －

　人件費 9,772,000,000 9,455,642,878 316,357,122 9,476,000,000 9,181,936,935 294,063,065 296,000,000 273,705,943 22,294,057

　統合に伴う減（▲） ▲ 30,000,000 0 ▲ 30,000,000 ▲ 30,000,000 0 ▲ 30,000,000 － － －

計 26,304,000,000 25,073,739,820 1,230,260,180 21,153,000,000 20,100,951,856 1,052,048,144 5,151,000,000 4,972,787,964 178,212,036

　表20　平成19年度決算

　表21　平成19年度収支計画（決算）

区　　分
センター全体 試験研究・技術開発勘定 海洋水産資源開発勘定

予算額
（円）

決算額
（円）

差　額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差　額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差　額
（円）

費用の部 24,641,000,000 24,186,962,308 ▲ 454,037,692 19,504,000,000 19,233,979,546 ▲ 270,020,454 5,137,000,000 4,952,982,762 ▲ 184,017,238

　経常費用 24,641,000,000 24,091,785,849 ▲ 549,214,151 19,504,000,000 19,138,803,092 ▲ 365,196,908 5,137,000,000 4,952,982,757 ▲ 184,017,243

　　一般管理費 957,000,000 466,036,578 ▲ 490,963,422 837,000,000 395,857,167 ▲ 441,142,833 120,000,000 70,179,411 ▲ 49,820,589

　　業務経費 8,511,000,000 8,990,267,391 479,267,391 3,810,000,000 4,395,849,383 585,849,383 4,701,000,000 4,594,418,008 ▲ 106,581,992

　　　研究開発等経費 3,810,000,000 4,395,849,383 585,849,383 3,810,000,000 4,395,849,383 585,849,383 － － －

　　　開発調査経費 4,701,000,000 4,594,418,008 ▲ 106,581,992 － － － 4,701,000,000 4,594,418,008 ▲ 106,581,992

　　受託業務費 4,886,000,000 4,579,752,644 ▲ 306,247,356 4,886,000,000 4,579,752,644 ▲ 306,247,356 － － －

　　人件費 9,772,000,000 9,455,642,878 ▲ 316,357,122 9,476,000,000 9,181,936,935 ▲ 294,063,065 296,000,000 273,705,943 ▲ 22,294,057

　　統合に伴う減（▲） ▲ 30,000,000 0 30,000,000 ▲ 30,000,000 0 30,000,000 － － －

　　減価償却費 545,000,000 600,086,358 55,086,358 525,000,000 585,406,963 60,406,963 20,000,000 14,679,395 ▲ 5,320,605

　財務費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　臨時損失 0 95,176,459 95,176,459 0 95,176,454 95,176,454 0 5 5

収益の部 24,641,000,000 24,102,128,180 ▲ 538,871,820 19,504,000,000 19,149,145,418 ▲ 354,854,582 5,137,000,000 4,952,982,762 ▲ 184,017,238

　運営費交付金収益 16,880,000,000 16,651,931,118 ▲ 228,068,882 14,078,000,000 13,923,459,445 ▲ 154,540,555 2,802,000,000 2,728,471,673 ▲ 73,528,327

　受託収入 4,886,000,000 4,734,499,238 ▲ 151,500,762 4,886,000,000 4,734,499,238 ▲ 151,500,762 － － －

　自己収入 2,333,000,000 2,232,009,020 ▲ 100,990,980 15,000,000 42,374,326 27,374,326 2,318,000,000 2,189,634,694 ▲ 128,365,306

　資産見返運営費交付金戻入 462,000,000 372,744,412 ▲ 89,255,588 449,000,000 365,603,918 ▲ 83,396,082 13,000,000 7,140,494 ▲ 5,859,506

　資産見返承継受贈額戻入 68,000,000 44,837,970 ▲ 23,162,030 68,000,000 44,837,970 ▲ 23,162,030 － － －

　資産見返寄附金戻入 8,000,000 8,269,888 269,888 8,000,000 8,269,888 269,888 － － －

　資産見返補助金等戻入 4,000,000 4,585,798 585,798 － － － 4,000,000 4,585,798 585,798

　寄附金収益 0 10,528,858 10,528,858 0 10,528,858 10,528,858 － － －

　財務収益 0 23,162,973 23,162,973 0 12,870 12,870 0 23,150,103 23,150,103

　臨時収益 0 19,558,905 19,558,905 0 19,558,905 19,558,905 0 0 0

純損失 0 84,834,128 84,834,128 0 84,834,128 84,834,128 0 0 0

前中期目標期間繰越積立金取崩額 － 117,432,353 117,432,353 － 117,432,353 117,432,353 － 0 0

目的積立金取崩額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総利益 0 32,598,225 32,598,225 0 32,598,225 32,598,225 0 0 0
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　表22　平成19年度資金計画（決算）

区　　分
センター全体 試験研究・技術開発勘定 海洋水産資源開発勘定

予算額
（円）

決算額
（円）

差　額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差　額
（円）

予算額
（円）

決算額
（円）

差　額
（円）

資金支出 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　業務活動による支出 24,096,000,000 23,354,581,125 741,418,875 18,979,000,000 18,283,141,869 695,858,131 5,117,000,000 5,071,439,256 45,560,744

　投資活動による支出 2,708,000,000 2,499,508,132 208,491,868 2,174,000,000 1,993,037,620 180,962,380 534,000,000 506,470,512 27,529,488

　財務活動による支出 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　次年度への繰越金 200,000,000 3,170,073,227 ▲ 2,970,073,227 0 2,221,217,332 ▲ 2,221,217,332 200,000,000 948,855,895 ▲ 748,855,895

計 27,004,000,000 29,024,162,484 ▲ 2,020,162,484 21,153,000,000 22,497,396,821 ▲ 1,344,396,821 5,851,000,000 6,526,765,663 ▲ 675,765,663

資金収入          

　業務活動による収入 24,722,000,000 24,538,755,080 ▲ 183,244,920 19,571,000,000 19,427,484,424 ▲ 143,515,576 5,151,000,000 5,111,270,656 ▲ 39,729,344

　　運営費交付金による収入 17,503,000,000 17,502,312,000 ▲ 688,000 14,670,000,000 14,669,285,000 ▲ 715,000 2,833,000,000 2,833,027,000 27,000

　　受託収入 4,886,000,000 4,706,006,825 ▲ 179,993,175 4,886,000,000 4,706,006,825 ▲ 179,993,175 － － －

　　自己収入 2,333,000,000 2,330,436,255 ▲ 2,563,745 15,000,000 52,192,599 37,192,599 2,318,000,000 2,278,243,656 ▲ 39,756,344

　投資活動による収入 2,082,000,000 1,997,670,791 ▲ 84,329,209 1,582,000,000 1,497,670,791 ▲ 84,329,209 500,000,000 500,000,000 0

　　施設整備費補助金による収入 1,582,000,000 1,490,217,316 ▲ 91,782,684 1,582,000,000 1,490,217,316 ▲ 91,782,684 － － －

　　有価証券の償還による収入 500,000,000 500,000,000 0 － － － 500,000,000 500,000,000 0

　　その他の収入 0 7,453,475 7,453,475 0 7,453,475 7,453,475 － － －

　財務活動による収入 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　前年度よりの繰越金 200,000,000 2,487,736,613 2,287,736,613 0 1,572,241,606 1,572,241,606 200,000,000 915,495,007 715,495,007

計 27,004,000,000 29,024,162,484 2,020,162,484 21,153,000,000 22,497,396,821 1,344,396,821 5,851,000,000 6,526,765,663 675,765,663

　表23　平成19年度施設整備計画（決算）

内　　　　　　　容 予定額
（円）

決算額
（円）

差　額
（円）

遺伝子組み換え魚介類検査室新設その他工事
（中央水産研究所） 90,000,000 89,880,000 ▲ 120,000

種苗生産棟新築その他工事
（志布志栽培漁業センター） 400,000,000 34,872,420 ▲ 365,127,580

調査研究施設等更新その他工事
（さけますセンター鶴居事業所） 202,000,000 

237,977,270 ▲ 22,730
排水処理施設新設その他工事

（さけますセンター鶴居事業所） 36,000,000 

隔離種苗生産棟新築その他工事
（奄美栽培漁業センター） 301,000,000 140,087,470 ▲ 160,912,530

エネルギー棟調温設備更新その他工事
（養殖研究所玉城分室） 147,000,000 146,997,980 ▲ 2,020

閉鎖循環飼育施設新設その他工事
（北海道区水産研究所厚岸栽培技術開発センター） 266,000,000 248,068,300 ▲ 17,931,700

海水電解式殺菌設備新設その他工事
（宮津栽培漁業センター） 62,000,000 82,627,899 20,627,899

構内配電線路更新その他工事
（宮津栽培漁業センター） 78,000,000 63,902,501 ▲ 14,097,499

計 1,582,000,000 1,044,413,840 ▲ 537,586,160

⎫
⎬
⎭
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第4　その他主務省令で定める業務運営に関
する事項

1　施設及び船舶整備に関する計画

•西海区水産研究所の陽光丸代船建造の予算要求
を行った結果，総額5,348,604千円の国庫債務
負担行為の内示を得ました。

2　職員の人事に関する計画

　⑴　人員計画等

•研究職及び調査技術職については，新たに研
究開発職に統合したことにより，業務量の変
化に対応した柔軟な組織運営の促進を図り，
人事課において一元的な人事管理を行いまし
た。

　⑵　人材の確保

・優れた人材を確保するために，国家公務員採
用試験制度の活用により一般職員Ⅱ種3名，
同Ⅲ種2名，研究開発職員Ⅰ種2名を，選考
採用により一般職員2名，研究開発職員4
名，技術職員1名を採用したほか，任期付任
用制度により任期付研究員6名を採用しまし
た。 

•センターの研究開発推進に貢献が見込まれる
研究実績と高度な専門知識を有する研究者を

客員研究員として受け入れる制度を設けまし
た。

3　積立金の処分に関する事項

　　　該当ありません。

4　情報の公開と保護

•開示請求による情報公開はありませんでした
が，請求があった場合は規程等に則り適切に開
示を行うこととしています。
　なお，当センターに関する研究やデータ等の
公開に関する問い合わせについては，適切に対
応しました。

5　環境・安全管理の推進

•センターが平成18年度に実施した環境配慮活動
について，9月28日付けで「環境報告書2007」
として取りまとめ，公表しました。

•労働安全衛生法に基づき本部及び研究所等に使
用者及び労働者の代表で構成される安全衛生委
員会を設置し，職場の安全衛生について点検，
確保に努めました。また，職員健康診断，特別
健康診断や個別健康相談等を適宜実施しまし
た。
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　その他（中期計画に記載された事項以外の
業績）

　「平成20年2月の日本海高波浪への対応について」

1　経過

　　平成20年2月23日から24日にかけて，強い冬型
の低気圧により北日本から西日本にかけての日本
海側に激しい高波が発生し，特に，新潟県や富山
県で漁港施設・漁港海岸保全施設の被災や越波等
による漁船や背後の家屋の被災，死者・負傷者が
生じる惨事となりました。この災害は，北海道西
方沖で低気圧が停滞し，長時間にわたって強い風
が吹き続けたことなどの特殊な気象条件により，
富山などでは「寄り回り波」ともいわれるうねり
性の波浪が卓越し通常とは違った複雑な高波浪が
発生したことに起因すると考えられています。

　
2　水研センターとしての対応

　　被災原因を明らかにし，今後の適切な災害復旧
及び漁港施設等の整備に反映させることを目的と
して水産庁，新潟県及び富山県が合同で設置した

「平成20年2月の日本海高波浪に関する技術検討
委員会」に，水産庁の依頼により水産工学研究所
専門家を派遣して現地踏査による被害状況調査を
行うとともに，各地の潮位等のデータを収集しま
した。これらのデータを用いた解析結果を原因究
明のための資料として委員会に提出しました。ま
た，被災地での波浪来襲状況を再現するために，
水産工学研究所で改良・開発した波動モデルを用
いた計算実施，護岸での越流状況に関するさらに
詳細な計算実施への技術的指導及び今回の波浪の
来襲確率特性（例えば，「40年に1回程度の波」
=今回の波はこの程度であると考えられる）に関
する技術的検討の指導を行いました。

　　委員会では本年4月に「平成20年の日本海高波
浪に関する中間とりまとめ」が出されています。
また，本高波は国交省管轄（河川局，港湾局）の
海岸，港湾に大きな被害をもたらしており，高波
の発生メカニズム解明のための省庁間連携強化，
情報共有化を目的に「高波発生メカニズム共有に
関するWG」が設立され，同WGに水研センター

から委員を派遣し，現象解明等の技術的検討を行
っています。

　「アユのエドワジエラ・イクタルリ感染症の確認と

検査法開発について」

1　経過

　　平成19年8月から10月にかけ，我が国河川で発
見されたアユ病魚について，水研センター・県・
大学により原因究明を行っていたところ，アユ病
魚から分離された細菌は，エドワジエラ・イクタ
ルリ（Edwardsiella ictaluri）であると同定され
ました。我が国における本菌による疾病発生，及
びアユでの発症は初めての確認となるため，農林
水産省では，2月15日に注意喚起を目的にプレス
リリースしました。平成20年度の放流用アユの冷
水病検査に併せて，本菌の保菌検査を行うよう求
めており，水研センターでは，類似菌の検査法を
基に暫定的な病性鑑定法について提供しました。

　　これらの経過を受けて，水研センターでは，農
林水産省消費・安全局からの要請を受けて，緊急
対応として以下の取り組みを行いました。

2　水研センターとしての取り組み

　　1）　PCR法等の検査法開発
　アユの種苗放流時期を控え，都道府県水産試
験場等で実施する具体的な検査法の開発が急務
であったため，養殖研究所で検討を行い，培養
法やPCRによる同定法を開発しました。さら
に，写真入りの診断操作マニュアルを作成し，
養殖研究所魚病診断・研修センターのホームペ
ージ（http://nria.fra.affrc.go.jp/sindan/kenkyu/
index.html#manual）に掲載しました。

　　2）　本症に関する情報提供
　農林水産省が開催する全国養殖衛生管理推進
会議（3月6日）やアユ冷水病対策協議会全体
会議（3月7日）において，本菌が感染して起
こる米国でのアメリカナマズの敗血症やアユに
おける本感染症発生状況，分離された菌の性
状，同定法等について説明しました。また，平
成20年度日本水産学会春季大会にて，県・大学
と共同で本感染症について公表しました。
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⑵　公表されるべき事項
独立行政法人水産総合研究センターの役職員の報酬・給与等について

Ⅰ　役員報酬等について

　１　役員報酬についての基本方針に関する事項

　　①　平成19年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　　②　役員報酬基準の改定内容

　　　　理事長
　　　　理　事
　　　　監　事

2　役員の報酬等の支給状況

役　名
平成19年度年間報酬等の総額 就任・退任の状況

前職
報酬（給与） 賞　与 その他（内容） 就　任 退　任

理事長
千円 千円 千円 千円

1,300 （地域手当） ＊
17,478 10,836 4,822 520 （通勤手当）

A理事
千円 千円 千円 千円

1,210 （地域手当） 3月31日 ※
15,897 10,080 4,486 121 （通勤手当）

B理事
千円 千円 千円 千円

1,048 （地域手当） ※
13,851 8,736 3,887 180 （通勤手当）

C理事
千円 千円 千円 千円

331 （地域手当） 7月9日 ◇
5,262 2,760 2,142 29 （通勤手当）

D理事
千円 千円 千円 千円

761 （地域手当） 7月10日 ◇
9,257 6,344 2,031 121 （通勤手当）

E理事
千円 千円 千円 千円

1,205 （地域手当） 3月30日 ◇
16,028 10,038 4,486 299 （通勤手当）

F理事
千円 千円 千円 千円

749 （地域手当） 12月2日 ◇
11,329 6,240 4,165 175 （通勤手当）

A監事
千円 千円 千円 千円

1,009 （地域手当） 3月31日 ＊
13,583 8,412 3,743 419 （通勤手当）

B監事
千円 千円 千円 千円

943 （地域手当）
12,689 7,860 3,498 388 （通勤手当）

注１：「地域手当」とは，民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注2：本表の「前職」欄の「＊」は，退職公務員（本府省課長・企画官相当職以上で退職した者）であることを示し，「◇」は，役員出向

者（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第7条の3第１項に規定する独立行政法人等役員となるために本府省課長・企
画官相当職以上で退職をし，かつ，引き続き同項に規定する独立行政法人等役員として在職する者）であることを示し，「※」は，
独立行政法人等の退職者（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号）の対象法人の退職者）であ
ることを示し，「＊※」は，退職公務員（本府省課長・企画官相当職以上で退職した者）であり，その後独立行政法人等の退職者

（独立行政法人等の退職者（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号）の対象法人の退職者）であ
ることを示し，空欄は，該当ないことを示す。

中期目標に定められた業務について，中期計画に沿った年度計画が順調に達成され独立行政法人評価
委員会による平成18年度の総合評価がＡ評価であったことを踏まえ，役員報酬の増減は行わなかっ
た。

「一般職の職員の給与に関する法律」（給与法）に準拠し，転勤のある民間企業の賃金水
準が平均的な民間賃金水準より高いことを考慮し，広域異動を行った役員に対し広域異
動手当を新設した。（60km以上300km未満の異動は3％，300km以上の異動は6％。平
成19年度は経過措置によりそれぞれ2％，4％）
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3　役員の退職手当の支給状況（平成19年度中に退職手当を支給された退職者の状況）
区　分 支給額（総額） 法人での在職期間 退職年月日 業績勘案率 摘　　要 前職

理事長
（旧さけます）

千円 年 月

H18.３.31 1.0

農林水産省独立行政法人評価委
員会による業績評価の結果，年
度計画に基づいて適切に業務が
行われていたとされ，基本業績
勘案率1.0を加減算するには至ら
ないとの決定がなされた。

1,170 １ 0

理事A

千円 年 月

H18.３.31 1.0

農林水産省独立行政法人評価委
員会による業績評価の結果，年
度計画に基づいて適切に業務が
行われていたとされ，基本業績
勘案率1.0を加減算するには至ら
ないとの決定がなされた。

＊※
1,260 １ 0

理事B

千円 年 月

H18.７.31 1.0

農林水産省独立行政法人評価委
員会による業績評価の結果，年
度計画に基づいて適切に業務が
行われていたとされ，基本業績
勘案率1.09を加減算するには至
らないとの決定がなされた。

※
1,801 １ 10

理事C

千円 年 月

H20.３.31 －

農林水産省独立行政法人評価委
員会による平成18年度の総合評
価が「Ａ」評価であったこと等
を踏まえ，退職手当の増減は行
わなかった。なお，当該支給額

（総額）には，当該役員の業績
勘案率が決定されてから支給さ
れる退職手当の額が未支給であ
り，含まれていない。

※
658 4 6

監事A

千円 年 月

H18.６.30 1.0

農林水産省独立行政法人評価委
員会による業績評価の結果，年
度計画に基づいて適切に業務が
行われていたとされ，基本業績
勘案率1.0を加減算するには至ら
ないとの決定がなされた。

※
1,965 2 0

注１：区分中，「理事長（旧さけます）」は，平成18年4月１日に統合した独立行政法人さけ・ます資源管理センターを統合前に退職した理
事長である。

注2：業績勘案率は，農林水産省独立行政法人評価委員会が，0.0から2.0の範囲内で業績に応じて決定する。
注3：本表の「前職」欄の「＊」は，退職公務員（本府省課長・企画官相当職以上で退職した者）であることを示し，「◇」は，役員出向

者（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第7条の3第１項に規定する独立行政法人等役員となるために本府省課長・企
画官相当職以上で退職をし，かつ，引き続き同項に規定する独立行政法人等役員として在職する者）であることを示し，「※」は，
独立行政法人等の退職者（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号）の対象法人の退職者）であ
ることを示し，「＊※」は，退職公務員（本府省課長・企画官相当職以上で退職した者）であり，その後独立行政法人等の退職者

（独立行政法人等の退職者（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号）の対象法人の退職者）であ
ることを示し，空欄は，該当しないことを示す。
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Ⅱ　職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　①　人件費管理の基本方針

　　　

　　②　職員給与決定の基本方針
　　　ア　給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方
　　　

　　　イ　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　　

〔能率，勤務成績が反映される給与の内容〕
給与種目 制　度　の　内　容

俸給：昇給

　毎年１月１日に，同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて行う。5段階の勤務成績
の区分ごとの昇給号俸数は，Ａ（極めて良好）で8号俸以上，Ｂ（特に良好）で6号俸，Ｃ（良
好）で4号俸，Ｄ（やや良好でない）で2号俸，Ｅ（良好でない）は昇給なし。ただし，管理
職層は，Ｃ（良好）を3号俸昇給に抑制。さらに，研究開発職員俸給表の適用職員にあっては，
顕著な研究業績を挙げたと認められる場合等には，特別な昇給を実施することができる。

賞与：勤勉手当
（査定分）

　職員の勤務成績に応じ，150／100（特定幹部職員にあっては，190／100）を超えない範囲内
において成績率を決定し，俸給等の月額にこれを乗ずることにより勤勉手当を支給。

ウ　平成19年度における給与制度の主な改正点

　第2期中期計画における職員の人事に関する計画に基づき，各業務部門間での人事の交流を含む
適切な職員の配置により，業務運営の効率的，効果的な推進を行い，中期計画の人件費の見積りの
範囲内で人件費の管理を行っている。

　独立行政法人通則法第63条第3項に基づき，一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国
家公務員の給与，民間企業の従業員の給与，業務の実績及び基本方針その他の事情を考慮し決定し
ている。

　職員の勤務成績等に応じて，昇給及び勤勉手当の成績率の決定を行っている。

「一般職の職員の給与に関する法律」（給与法）に準拠し，主に以下の改定を行った。
①　初任給を中心に若年層に限定した俸給月額を引き上げ。（平均改定率0.1％）
②　子に係る扶養手当の支給月額を500円引き上げ。（月額6,000円→6,500円）
③　賞与の年間支給月数を0.05月分引き上げ。（4.45月→4.5月）
④　転勤のある民間企業の賃金水準が平均的な民間賃金水準より高いことを考慮し，広域異動を行

った職員に対し広域異動手当を新設。（60km以上300km未満の異動は3％，300km以上の異動は
6％。平成19年度は経過措置によりそれぞれ2％，4％）

⑤　経験年数にかかわらず，管理職員の職務・職責を端的に反映できるよう，俸給の特別調整額を
定率制から定額制に移行。
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2　職員給与の支給状況

　　①　職種別支給状況

区　分 人　員 平均年齢
平成19年度の年間給与額（平均）

総　額 うち所定内 うち賞与
うち通勤手当

常勤職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

834 43.4 7,533 5,559 97 1,974

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

254 41.4 6,273 4,608 108 1,665

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

460 45.6 8,537 6,318 114 2,219

船舶職員（一）
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 44.3 7,638 5,604 14 2,034

船舶職員（二）
人 歳 千円 千円 千円 千円

69 35.7 5,402 3,963 ０ 1,439
注：代表的職種以外の職種の説明

　　　　船舶職員（一）：一般職の職員の給与に関する法律別表第5イ海事職（一）に相当する職種であり，調査船に乗り組む士官
で，調査船運航業務及び乗船調査員の調査補助業務等を行う。

　　　　船舶職員（二）：一般職の職員の給与に関する法律別表第5ロ海事職（二）に相当する職種であり，調査船に乗り組む部員
で，調査船運航業務及び乗船調査員の調査補助業務等を行う。

在外職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

2 － － － － －

任期付職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 35.8 6,108 4,737 62 1,371

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 35.8 6,108 4,737 62 1,371

再任用職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

非常勤職員
人 歳 千円 千円 千円 千円

53 47.1 3,129 3,129 146 ０

事務・技術
人 歳 千円 千円 千円 千円

53 47.1 3,129 3,129 146 ０

研究職種
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
注１：常勤職員については，在外職員，任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：在外職員については，該当者が2人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，人員以外は記載してい

ない。
注3：区分中における，「医療職種（病院医師）」，「医療職種（病院看護師）」及び｢教育職種（高等専門学校教員）｣の各職種について

は，該当がないため省略した。
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②　年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員，任期付職員及び再任用職員を除く。以
下，⑤まで同じ。〕

　　　　　注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下，⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ 人　　員 平均年齢
四分位

平　　均
四分位

第１分位 第3分位
人 歳 千円 千円 千円

本部課長 9 50.7 9,058 9,541 9,818
本部係員 18 27.7 3,106 3,661 4,252

　　　　　注： 年齢24～27歳の該当者は１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　　　　　平均給与額及び第１・3四分位については表示していない。

（研究職員）

分布状況を示すグループ 人　　員 平均年齢
四分位

平　　均
四分位

第１分位 第3分位
人 歳 千円 千円 千円

本部課長 17 50.1 9,276 10,261 11,120
主任研究員 196 44.0 7,423 8,031 8,530

研究員 100 37.3 5,023 5,628 6,047
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　　③　職級別在職状況等（平成20年4月１日現在）（事務・技術職員／研究職員）
（事務・技術職員）

区　分 計 １級 2級 3級 4級 5級
標準的な職位 係員 係員 係長 係長 課長補佐

人　　員
（割合）

人 人 人 人 人 人
254 32 36 89 52 16

（12.6%） （14.2%） （35.0%） （20.5%） （6.3%）

年　　齢
（最高～最低）

歳 歳 歳 歳 歳
29 37 57 59 57

～ ～ ～ ～ ～

22 27 32 38  46

所定内給与年額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円
2,836 4,026 5,092 7,077 7,607

～ ～ ～ ～ ～

1,972 2,435 3,045  4,406 5,496

年間給与額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円
3,845 5,263 6,914 9,310 10,037

～ ～ ～ ～ ～

2,680 3,328 4,262 6,093 7,787

区　分 計 6級 7級 8級 9級 10級
標準的な職位 課長 部長 部長 所長 所長

人　　員
（割合）

人 人 人 人 人 人
26 3 0 0 0

（10.2%） （1.2%） （0.0%） （0.0%） （0.0%）

年　　齢
（最高～最低）

歳 歳 歳 歳 歳
59

～ ～ ～ ～

41

所定内給与年額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円
8,219

～ ～ ～ ～

6,177

年間給与額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円
10,860

～ ～ ～ ～
8,385

　　　　注： 7級における該当者が3人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　　　　　「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

（研究職員）
区　分 計 １級 2級 3級 4級 5級 6級

標準的な職位 研究員 研究員 主任研究員 研究課長 研究部長 所長

人　　員
（割合）

人 人 人 人 人 人 人
460 0 85 167 125 83 0

（0.0%） （18.5%） （36.3%） （27.2%） （18.0%） （0.0%）

年　　齢
（最高～最低）

歳 歳 歳 歳 歳 歳
43 59 59 59

～ ～ ～ ～ ～ ～

26 35 42 45

所定内給与年額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円 千円
5,024 7,681 8,381 10,166

～ ～ ～ ～ ～ ～

2,768 4,581 5,820 7,253

年間給与額
（最高～最低）

千円 千円 千円 千円 千円 千円
6,550 9,842 11,099 13,936

～ ～ ～ ～ ～ ～

3,696 6,455 7,901 9,878
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④　賞与（平成19年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）
（事務・技術職員）

区　　　　　分 夏季（6月） 冬季（12月） 計

管理
職員

一律支給分（期末相当）
％ ％ ％

55.5 60.0 57.9
査定支給分（勤勉相当）

（平均）
％ ％ ％

44.5 40.0 42.1

最高～最低
％ ％ ％

45.2～43.1 40.3～39.8 42.4～41.6

一般
職員

一律支給分（期末相当） ％ ％ ％
65.7 67.9 66.8

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％
34.3 32.1 33.2

最高～最低
％ ％ ％

43.1～30.7 36.1～29.0 37.6～29.8

（研究職員）
区　　　　　分 夏季（6月） 冬季（12月） 計

管理
職員

一律支給分（期末相当）
％ ％ ％

56.8 59.4 58.2
査定支給分（勤勉相当）

（平均）
％ ％ ％

43.2 40.6 41.8

最高～最低
％ ％ ％

49.4～41.3 43.1～38.5 44.9～39.9

一般
職員

一律支給分（期末相当） ％ ％ ％
66.0 67.8 67.0

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％
34.0 32.2 33.0

最高～最低
％ ％ ％

42.0～31.3 36.1～29.4 36.4～30.4

⑤　職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員）
　　（事務・技術職員）
　　　対国家公務員（行政職（一））

97.6　

　　　対 他 法 人（事務・技術職員）

90.9　

　　（研究職員）
　　　対国家公務員（研究職）

92.2　

　　　対 他 法 人（研究職員）

91.3　

注： 当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い，当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては，すべて
の独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を100として，法人が
現に支給している給与費から算出される指数をいい，人事院において算出。
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員
項　　目 内　　　　　容

指数の状況

対国家公務員　　97.6

参考
地域勘案　　　　101.6
学歴勘案　　　　 98.7
地域・学歴勘案　101.6

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　85.1％

（国からの財政支出額22,371,693千円，支出予算の総額26,304,000千円：平成19年度予算）
【検証結果】
比較指数は97.6であり，給与水準は適切である。

講ずる措置

○研究職員
項　　目 内　　　　　容

指数の状況

対国家公務員　　92.2

参考
地域勘案　　　　107.1
学歴勘案　　　　 91.7
地域・学歴勘案　102.8

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　85.1％

（国からの財政支出額22,371,693千円，支出予算の総額26,304,000千円：平成19年度予算）
【検証結果】
比較指数は92.2であり，給与水準は適切である。

講ずる措置

Ⅲ　総人件費について

区　　分 当年度
（平成19年度）

前年度
（平成18年度） 比較増△減 中期目標期間開始時

（平成18年度）からの増△減

給与，報酬等支給総額
（A）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

7,813,435 7,728,857 84,578 （1.1） 84,578 （1.1）

退職手当支給額
（Ｂ）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

653,742 419,588 234,154 （55.8） 234,154 （55.8）

非常勤役職員等給与
（Ｃ）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

1,082,236 1,066,809 15,427 （1.4） 15,427 （1.4）

福利厚生費
（D）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

1,118,576 1,105,410 13,166 （1.2） 13,166 （1.2）

最広義人件費
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

10,667,989 10,320,664 347,325 （3.4） 347,325 （3.4）
　　　注１： 当年度決算書の附属明細書における「報酬又は給与支給額」には，知的財産権実施補償金1,511千円

及び独立行政法人国際協力機構の依頼により海外派遣した職員に係る同機構からの人件費補填額
1,078千円を含めているため本表の「給与，報酬等支給総額」とは一致しない。

　　　注2： 「前年度（平成18年度）の非常勤役職員等給与」の額は，当該額に間違いが判明したため1,066,028
千円から1,066,809千円に修正した。なお，平成18年度公表の本表については平成20年6月に修正を
行っている。
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Ⅳ　法人が必要と認める事項

　特になし。

総人件費について参考となる事項
①　当年度（平成19年度）の「給与，報酬等支給総額」は，7,813,435千円であり，前年度（平成18年度）

に対して1.1％の増額，基準年度（平成17年度）に対しても1.1％の増額となった。
　　また，当年度の「最広義人件費」については，10,667,989千円であり，前年度に対して3.4％の増額

となった。これは，定年退職者の増加による退職手当の増加が主な要因となっている。
　②　ア 　人件費については，第2期中期目標において，「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議

決定）を踏まえ，今後5年間において，国家公務員に準じた人件費削減（退職金及び福利厚生費
（法定福利費及び法定外福利費）を除く。また，人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）の
取組を行うとともに，国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを進めることとな
っている。

イ　アの目標を達成するため，第2期中期計画において，「行政改革の重要方針」（平成17年12月24
日閣議決定）を踏まえ，5％以上の削減（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）
を除く。また，人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）を行うとともに，国家公務員の給与
構造改革を踏まえて，職員の給与について必要な見直しを進めることとしている。

ウ　イに記載した計画の進捗状況については，上記①に記載したとおり，基準年度に対して1.1％の
増額となっているが，これは，人事院勧告を踏まえた給与改定及び国家公務員の給与構造改革を
踏まえた給与改定を行った結果，当センターの研究所等の所在する地域，職員の職種構成等によ
り，俸給の特別調整額，広域異動手当，地域手当等が増額となったことが要因となっている。な
お，国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与改定に伴う増額分を除くと，0.2％の減額となる。

　　平成20年度以降，定年退職者に対する新規採用抑制により，平成22年度末には5％以上の削減
計画を確実に達成することとしている。

総人件費改革の取組状況

年　　　　　度 基準年度（平成17年度） 平成18年度 平成19年度

給与，報酬等支給総額（千円） 7,729,554 7,728,857 7,813,435

人件費削減率（％） △0.0 1.1

人件費削減率（補正値）（％） △0.0 0.4

注１： 基準年度（平成17年度）の「給与，報酬等支給総額」は，当センターの基準年度における当該額
6,799,649千円及び平成18年4月１日に統合した「独立行政法人さけ・ます資源管理センター」の基
準年度における当該額929,905千円の合計額である。

注2： 「人件費削減率（補正値）」とは，「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人事
院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。

　　　 　なお，平成18年，平成19年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0％，0.7％で
ある。
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